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４．官民連携による分野別戦略の推進 
これまでに、基盤技術分野として、ＡＩ技術、バイオテクノロジー、量子技術、マテリアル、フュージョン

エネルギー、また、応用分野として環境エネルギー、安全・安心、健康・医療、宇宙、海洋、食料・農林水産
業についての分野別戦略を策定してきた。これらの戦略に基づき、第６期基本計画期間中、以下の点に留意す
るとともに、ＳＩＰやムーンショット型研究開発制度など関係事業と連携しつつ、社会実装や研究開発を着実
に実施する。また、分野別戦略は、定量分析や専門家の知見（エキスパートジャッジ）等を踏まえ、機動的に
策定、見直し等を行う。
なお、環境エネルギー分野については第２章１．（２）に、安全・安心分野については第２章１．（３）に既

述されているので、当該部分を参照のこと。 

（戦略的に取り組むべき基盤技術） 
（１） ＡＩ技術

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
人工知能（ＡＩ）の利活用が広く社

会の中で進展してきており、米国、中
国をはじめとした諸外国ではＡＩに関
する国家戦略を策定し、世界をリード
すべくしのぎを削っている。こうした
中、ＡＩが社会に多大なる便益をもた
らす一方で、その影響力が大きいこと
を踏まえ、適切な開発と社会実装を推
進していくことが必要である。 
このため、第６期基本計画期間中

は、「ＡＩ戦略 2019」に掲げた教育改
革、研究体制の再構築、社会実装、デ
ータ関連基盤整備、倫理等に関する具
体目標を実現すべく、関係府省庁等で
の各取組を進めていく。また、深層学
習の原理解明による次世代の機械学習
アルゴリズム、同時通訳等の高度な自
然言語処理、医療やものづくり分野等
への適用に重要な信頼性の高いＡＩ等
の諸外国に伍する先端的な研究開発や
人材・研究環境・データの確保・強化
など、戦略の進捗状況やＡＩの社会実
装の進展等を踏まえた不断の見直しを
行い、国民一人ひとりがＡＩの具体的
な便益を実感できるよう、戦略を推進
していく。

・「ＡＩに関する暫定的な論点整理」に
基づき、各施策を推進中。主な成果は
下記。 

＜ＡＩ開発力の強化＞ 
・民間事業者によるＡＩ計算資源の整
備への助成や、産総研が所有するＡＩ
スパコン「ＡＩ橋渡しクラウド」（Ａ
ＢＣＩ）の整備を実施。また、有望な
基盤モデルを開発する事業者等への
計算資源利用料の補助を実施。

・政府等保有データのＡＩ学習への提
供促進のため「ＡＩ学習データの提供
促進に向けたアクションプラン」を策
定し、ＡＩ開発者向けの相談窓口の設
置、ＡＩ学習容易な形へのデータの形
式変換等に向けた準備を実施。先行的
に国立研究開発法人情報通信研究機
構（ＮＩＣＴ）保有の日本語データに
関して、共同研究の形で提供を開始で
きるよう検討。

・200 億円を投じてＡＩ用半導体を含む
計算資源全体の低消費電力化に向け
た研究開発を進めているほか、ＡＩ半
導体の自動設計技術研究、ＡＩ計算向
けの高速性能を満たす素材の研究開
発などを実施。 

・「ＡＩに関する暫定的な論点整理」を
踏まえ、各施策を推進。主な取組は下
記。 

＜ＡＩ開発力の強化＞ 
・2027 年度末に国内の計算資源量を

60EFLOPS 確保する目標に加えて、
ＡＩの利活用促進に向けて、引き続
き、国内における計算資源の整備・拡
充に向けた支援を実施することによ
り、必要な民間投資を促進。加えて、
計算資源の性能向上に向けて、計算資
源の高度化に向けた研究開発支援に
ついての検討を推進。また、国内のス
タートアップ等によるＡＩモデルの
開発を促進するために必要な取組を、
引き続き、推進。【経】

・競争力を持つＡＩを開発するには、オ
ープンデータのみならず、分野毎のユ
ニークかつ大量のデータを利用する
とともに、そのＡＩの活用を通じて得
られる新たなデータを利用して性能
向上を図る好循環が重要。これを踏ま
え、事例の創出・拡大に向けた取組に
ついて検討を推進。【経】

・「ＡＩ学習データの提供促進に向けた
アクションプラン」に基づき、ＡＩ学
習容易な形へのデータ変換の試行や
ＮＩＣＴ保有データの共同研究の形
での提供等を実施。アクセス制限のあ
るデータを迅速に提供する方策や、持
続的に政府等保有データをＡＩ学習
容易な形で提供・管理するスキーム等
を検討。【デジ、科技、総】

・省エネ型を含む次世代半導体の研究
開発については、文部科学省検討会に
おける取りまとめ（2024 年６月めど）
の結果を踏まえて取組を推進。【文、
経】
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・国立情報学研究所（ＮＩＩ）において、
生成ＡＩモデルの透明性・信頼性の確
保に向けた研究開発拠点を形成した
ほか、モデルの研究開発に必要な計算
資源の確保に向けた取組を実施。 

 
 
・理研において、特定分野において複数
の用途に利用可能な科学研究向けＡ
Ｉ基盤モデル開発に向けた計算基盤
の整備、共通基盤の技術開発、生命・
医科学、材料・物性分野のモデル開発
の検討に着手。あわせて、ＡＩ技術の
発展を見据えた革新的な計算資源の
開拓に係るハード・ソフト一体となっ
た取組に着手。 

・文部科学省と米国エネルギー省の事
業取決めを改訂して AI for Science で
の日米連携枠組みを設けるとともに、
理研と米国アルゴンヌ国立研究所が
AI for Science に関する覚書を締結。 

・予想を上回る速さで少子高齢化が進
む我が国としては、労働力不足等の社
会課題の解決やＧＸ等にも貢献する
ため、変化する環境に柔軟に対応する
など、現在のＡＩでは実現できない革
新的なＡＩを搭載したロボット等の
研究開発を強化することが必要。 

 
 
 
・緊急性の高い国家戦略分野として、Ａ
Ｉ分野及びＡＩ×バイオ等の融合領
域を設定し、次代を担う若手研究者や
博士後期課程学生を対象とした、研究
費や生活費等の支援を実施。 

・単体動作の生成ＡＩ基盤モデル開発
や一部のリスク回避研究等の取組を
実施。 

 
 
 
 
 

 
・脱炭素電源への新規投資を促進する
べく、脱炭素電源への新規投資を対象
とした入札制度である長期脱炭素電
源オークションを 2023 年度から開
始。また、再エネについては、2030 年
に電源構成比で 36～38％の目標達成
に向け、ＦＩＴ／ＦＩＰ制度等を通じ
て、最大限の導入に向けた取組を実
施。 

・民事訴訟手続のデジタル化を踏まえ、
年間約 20 万件に及ぶ判決データにつ
き、リーガルテック等のリーガルサー
ビスで利活用するＡＩの学習素材と
して提供できるよう、適切な仮名処理

・ＮＩＩにおいて、モデルの学習・生成
機構の解明や、マルチモーダルモデル
の構築等、生成ＡＩモデルの透明性・
信頼性の確保に向けた研究開発を本
格化。また、ＡＩの研究開発の際に使
用するデータの取扱いに関するガイ
ドライン等を検討。【文】 

・AI for Science に関する事業取決めや
覚書に基づき強固な日米連携を構築
し、世界に先駆けた科学研究向けＡＩ
基盤モデルの開発・共用を実現するた
めの取組を加速。また、より汎用的な
科学基盤モデルの実現に向けた取組
を実施していくことで、研究力や産業
競争力、更に経済安全保障の確保に貢
献。あわせて、ＡＩ技術の発展を見据
えた革新的な計算資源の開拓に係る
ハード・ソフト一体となった取組を本
格的に実施。【文】 

 
 

・ＡＩ基盤モデル、半導体の微細化等に
よる推論計算の進展を見据え、社会受
容性が高く、労働力不足の解消やＧＸ
等にも資する、エコかつ省人化可能
な、革新的なＡＩとロボット（身体機
能システム）の融合による身体機能の
知能化（フィジカル・インテリジェン
ス）の研究開発を推進。さらに、最先
端ＡＩ学習理論を実世界に適用する
研究を推進。【文】 

・採択者への支援を開始し、事業を推
進。【文】 

 
 

 
・フィジカル領域の基盤モデルと、言語
や音響といった別領域の基盤モデル
との連携に関する研究開発を実施。ま
た、権利侵害の起きない学習データの
開発や、それを用いた透明性の高い基
盤モデルの開発、さらに、その基盤モ
デルを活用したロボティクス分野を
含むフィジカル領域における生成Ａ
Ｉに関する研究開発を実施。【経】 

・引き続き、長期脱炭素電源オークショ
ンについて、不断の見直しを行いつ
つ、着実に実施。また、再エネについ
ては、引き続き、2030 年に電源構成
比で 36～38％の目標達成に向け、Ｆ
ＩＴ／ＦＩＰ制度等を通じて、最大限
の導入に向けた取組を実施。【経】 

 
 
・左記検討の結果に応じて、所要の法整
備を可能な限り早期に行うとともに、
関係機関・団体と連携し、司法分野に
おけるＡＩの研究開発と利活用を促
進。【法】 



133 

を行った上で機械判読に適した形式
で民間企業等に提供する制度の創設
に向け、有識者会議を開催し、所要の
検討を実施。 

・生成ＡＩの普及に伴うデータセンタ
ーの需要の急拡大に対応するため、サ
ーバー等に組み込まれている各種デ
バイスを、高品質ＧａＮ基板を用いる
ことで高効率化し、省エネルギー効果
を実証。 

 
＜ＡＩの利用促進＞ 
・行政における生成ＡＩのより一層の
有効活用に向け、安全な基盤上で生成
ＡＩを扱うことができる実証環境を
デジタル庁が調達し、各省庁に提供す
る取組を推進。 

 
 
 
 
 
 
・「初等中等教育段階における生成AIの
利用に関する暫定的なガイドライン」
を 2023 年７月に公表。 

・生成ＡＩの登場を踏まえ、デジタルス
キル標準を改訂するとともに、ポータ
ルサイト「マナビ DX」への生成ＡＩ
利用講座の掲載や、ＩＴパスポート試
験への生成ＡＩ関連問題の追加を実
施。 

・生成ＡＩ活用に係るリテラシー啓発
教材を作成・公表。 

・ＡＩ等を用いて契約書等の作成・審
査・管理業務を一部自動化することに
より支援するサービスの提供と弁護
士法第 72 条との関係について、「ＡＩ
等を用いた契約書等関連業務支援サ
ービスの提供と弁護士法第 72 条との
関係について」と題するガイドライン
を作成し、2023 年８月に法務省ＨＰ
で公表。 

 
＜リスクへの対応＞ 
・2023 年 12 月のＧ７首脳会議におい
て、Ｇ７が共有する民主的価値に沿っ
た、安全・安心で信頼できる高度なＡ
Ｉシステムの普及を目的とした初の
国際的枠組みとして「広島 AI プロセ
ス包括的政策枠組み」および、「広島
AI プロセスを前進させるための作業
計画」に合意。 

・2023 年 12 月のＧＰＡＩ（Global 
Partnership on AI）サミット 2023 閣
僚理事会において、我が国におけるア
ジア地域初となるＧＰＡＩ専門家支
援センターの設立が承認。 

 

 
 
 
 
・引き続き、ＡＩ制御等の多種多様な電
気機器に組み込まれている各種デバ
イスを高品質ＧａＮ等の次世代半導
体により高効率化し、徹底したエネル
ギー消費量の削減を実現する等の省
エネ技術に関する技術開発・実証及び
社会実装を推進。【環】 

＜ＡＩの利用促進＞ 
・「ChatGPT 等の生成 AI の業務利用に
関する申合せ（第２版）」をＡＩ事業
者ガイドラインの策定を踏まえて更
に前進させ、他機関のモデルともなる
よう、政府によるＡＩの適切な調達・
利用、得られた知見の共有を推進。効
果的な行政における生成ＡＩの活用
を促進し、安全に生成ＡＩを扱うこと
ができる環境を引き続き調達し、行政
において幅広く利用できるような環
境整備を実施。【内閣人事局、デジ】 

・初等中等教育段階において、情報モラ
ルを含めたＡＩの利活用に関するパ
イロット的な取組等を一層推進。【文】 

・生成ＡＩが専門人材に与える影響を
踏まえデジタルスキル標準の更なる
見直しを検討するとともに、「マナビ
DX」に掲載するＡＩ関連講座の拡充
を通じた人材育成を推進。【経】 

 
・作成した生成ＡＩ活用に係るリテラ
シー啓発教材の普及展開を実施。【総】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜リスクへの対応＞ 
・「広島AIプロセスを前進させるための
作業計画」に基づき、国際機関等のマ
ルチの枠組みも活用しながら、広島プ
ロセス国際指針等への賛同国増加に
向けたアウトリーチや企業等による
広島プロセス行動規範への支持拡大
及び履行確保に向けた取組を推進。
【総、外】 

・新設するＧＰＡＩ専門家支援センタ
ー等を通じた広島プロセス国際指針
等の実践をサポートするための生成
ＡＩに関するプロジェクトを実施す
る等、安全・安心で信頼できる高度な
ＡＩシステムの国際社会における普
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・国内においては、既存の３つのＡＩに
関するガイドラインを統合し、「広島
AI プロセス」の合意及びパブコメ結
果も踏まえた、すべてのＡＩ関係者に
対する「AI 事業者ガイドライン第 1.0
版」をＡＩ戦略会議に報告後、2024 年
４月に公表。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ＡＩの安全性の評価手法の検討など
を行う「AI セーフティ・インスティテ
ュート」をＩＰＡに設立。 

 
 
 

・インターネット上の偽・誤情報の流通
リスクに対応するための技術開発・実
証事業について、技術開発主体を取り
まとめる管理団体を決定し、技術開発
主体の公募を実施。 

・様々な分野でのＡＩ利用が広がる中、
ＡＩの安全・安心を確保するため、Ａ
Ｉの安全性に関する最先端の研究開
発を進めることが必要。 

 
・「文化芸術活動に関する法律相談窓
口」の体制を強化し、ＡＩリスクも含
めてクリエイター等からの相談に対
応できるよう取り組んでいるほか、著
作権を含む知的財産権について、有識
者会議等にて、生成ＡＩの発展を踏ま
えて必要な対応方策等を検討。 

・ポスト５G 事業（ＧＥＮＩＡＣプロジ
ェクト）において、採択者と海外ビッ
グテック企業との交流イベントの開
催に取り組んでいるところ。 

 
 
＜その他＞ 
・ＡＩと知的財産権との関係を巡る課
題への対応について、関係省庁におけ
る整理等を踏まえつつ、必要な方策等
を検討するため、「AI 時代の知的財産
権検討会」を 2023 年 10 月より開催。 

・「ＡＩ戦略 2022」に基づき、各施策を
推進中。主な成果は下記。 

≪差し迫った危機への対処≫ 
・理研において、気象や地震動等の実世
界における事象を早期検知・予測する

及に向けて必要となる取組を推進。
【総】 

・「AI 事業者ガイドライン」を随時アッ
プデートするとともに、幅広い産業界
に活用いただくべく、アウトリーチを
推進。【総、経】 

・「AI 事業者ガイドライン」の履行確保
について、国際整合性等も踏まえ、検
討を推進。【科技、総、経】 

・2024 年５月のＡＩ戦略会議で取りま
とめた「AI 制度に関する考え方」等を
踏まえ、2024 年夏にＡＩ戦略会議の
下で新たに開催するＡＩ制度研究会
（仮称）において、制度の在り方の検
討に着手。【科技、総、文、経】 

・医療、自動運転、金融等の社会への影
響が大きい重要分野は、技術の進展や
利用状況に応じて制度の見直しの必
要性等を検討。【科技、関係府省】 

・「AI セーフティ・インスティテュート」
を中心として、国内外のＡＩ専門家の
協力を得て、英国や米国を始めとす
る、パートナー国・地域の同等の機関
と連携しながら、ＡＩの安全性評価の
手法を確立。【科技、経、関係府省】 

・インターネット上の偽・誤情報の流
通・拡散リスクに対応するための技術
開発・実証を実施。【総】 

 
 

・ＮＩＩにおいて、生成ＡＩモデルの透
明性・信頼性の確保に向けた研究開発
を本格化。また、理研において、ＡＩ
セキュリティ技術の確立に向けた研
究開発などを実施。【文】 

・ＡＩとの関係における著作権法の考
え方について、審議会の議論の成果も
踏まえた上で、広く周知・啓発を実施。
【文】 

 
 

 
・引き続き、コミュニティ活動の促進に
向けた様々なイベントや仕掛け作り
を官民で検討していくとともに、グロ
ーバル・サウスを含む諸外国のＡＩ利
活用を進めていくために、どういう協
力があり得るか、検討を推進。【経】 

＜その他＞ 
・ＡＩと知的財産権との関係を巡る課
題について、「AI 時代の知的財産権検
討会」の議論の成果を踏まえて、関係
省庁で必要な取組の実施を推進。【知
財、総、文、経】 

・「ＡＩ戦略 2022」を踏まえ、各施策を
推進。主な取組は下記。 

≪差し迫った危機への対処≫ 
・理研において、革新的なＡＩ基盤技術
の研究開発を引き続き実施するとと



135 

革新的なＡＩ基盤技術の研究開発を
実施。 

 
 
 
・地球環境ビッグデータを蓄積・統合解
析・提供するＤＩＡＳを長期的・安定
的に運用するとともに、気候変動、防
災等の地球規模課題の解決に貢献す
る研究開発を実施。 

 
 
・気象レーダーの観測データとＡＩ技
術を活用し、大雨をもたらす積乱雲群
の早期検知技術に係る研究を実施。ま
た、観測データのデータベース整備と
ＡＩ技術を活用したデータ解析によ
り経験と理論に基づく地震動予測研
究を実施。 

・大規模 Web 情報分析システム
（WISDOM X）を活用してセキュリ
ティに関する情報収集を行うため、サ
イバーセキュリティに関する重要な
表現を認識する手法を開発。 

≪社会実装の推進≫ 
・日本語を中心とする学習用言語デー
タを整備・拡充し、我が国のＬＬＭ開
発者等にアクセスを提供するための
検討を実施。様々なパラメータ数のＬ
ＬＭを用いることで従来手法より詳
細な内容の仮説を生成する技術を開
発。 

・国立国語研究所において 1986 年から
2005 年までの日本語を収集（１億語
規模）した言語のデータベース「現代
日本語書き言葉均衡コーパス」を整
備。 

 
・デジタルガバナンス・コードに基づく
企業ＤＸ推進として、2020 年度に開
始したＤＸ銘柄・ＤＸ認定制度を、引
き続き実施。 

・「ＩｏＴ社会実現に向けた次世代人工
知能・センシング等中核技術開発」に
おける「説明できる AI の基盤技術開
発」として６テーマを実施。 

・フラクタル画像を用いて画像領域分
割技術を実現し、コストを抑えながら
プライバシー侵害などの課題を解決
したＡＩを構築。 

・実空間に存在する多様なデータを安
全に連携させることを可能とする分
散型機械学習技術の要素技術につい
て、既存手法を超える性能を実現。 

 
・脳情報を活用し知覚情報を推定する
ＡＩ技術に関し、三次元空間などの評
価が可能なＡＩの初期モデルを構築。
また、ニューロフィードバック等の脳

もに、実世界の変化に柔軟に対応でき
るＡＩ技術など最先端のＡＩ学習理
論を実世界に適用する研究の推進や、
ＡＩセキュリティ技術の確立に向け
た研究開発などを実施。【文】 

・ＤＩＡＳを長期的・安定的に運用する
とともに、気候変動対策の基盤となる
地球環境ビッグデータの蓄積・統合・
提供や、ＤＩＡＳの解析環境を活用し
た共同研究を促進し、データ駆動によ
る気候変動対策に向けた研究開発を
実施。【文】 

・気象、地震動、洪水・土砂災害の予測
システム等の構築など、オールハザー
ドを対象とした研究開発を引き続き
推進。【文】 

 
 
 
・WISDOM X を活用してセキュリティ
インシデント対応等に必要な情報の
自動収集手法の高精度化を図り、ＬＬ
Ｍ等も活用して重要な情報を網羅要
約する手法を開発。【総】 

≪社会実装の推進≫ 
・日本語を中心とする学習用言語デー
タを整備・拡充し、我が国のＬＬＭ開
発者等にアクセスを提供する取組を
実施。仮想人格を備えた対話システム
の実現に向け、複数のＬＬＭを組み合
わせ、より情報が多く有用なテキスト
を生成する技術を開発。【総】 

・国立国語研究所の「現代日本語書き言
葉均衡コーパス」について、2024 年
度から、2006 年以降の日本語データ
を順次追加し、１億語規模から２億語
規模の現代日本語コーパスに拡充。
【文】 

・2024 年度以降もＤＸ銘柄・ＤＸ認定
制度を継続して実施。【経】 

 
 
・「ＩｏＴ社会実現に向けた次世代人工
知能・センシング等中核技術開発」に
おいて実施中の６テーマについて、社
会実装を目指した開発を実施。【経】 

・画像及びロボティクス等の基盤モデ
ル構築に向けた更なる研究開発を実
施。【経】 

 
・実空間に存在する多様なデータを安
全に連携させることを可能とする分
散型機械学習技術について、要素技術
の更なる研究開発と要素技術を組み
合わせた社会実証を実施。【総】 

・学習に必要なデータ量や計算量を抜
本的に低減することを可能とする、脳
の機能を模倣したＡＩ技術の研究開
発を推進。【総】 
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情報を活用したコミュニケーション
の高度化に係る研究開発を推進。 

・日本全国でＡＩの活用を可能とする
ための次世代通信基盤 Beyond 5G（６
Ｇ）の早期実現に向け、オール光ネッ
トワーク等の技術に係る研究開発・国
際標準化を戦略的に推進。 

・ＡＩを活用した救急隊運用最適化に
ついて、現場到着所要時間の短縮効果
をシミュレーションにより確認する
とともに、実証実験を行い運用上の課
題等を整理。 

・ＡＩを活用した医療機器の開発・研究
における「個人情報保護法」等の下で
の医療情報の取扱いを明確化するた
めに、2023 年度に厚生労働省科学研
究費補助金事業における研究におい
てガイドラインを作成。 

・2022 年度に構築した創薬ＡＩプラッ
トフォームについて、全ゲノム解析等
実行計画における利活用をはかるた
め、全ゲノム解析等実行計画の事業実
施体制において計算基盤整備等を実
施。 

・警察活動の高度化・効率化のためのＡ
Ｉの導入に向けた実証実験を実施し、
実導入に向けた課題、効果等を把握。 

 
・自衛隊が使用する装備品等の能力強
化を図るため、探知・識別を始めとす
る各種分野へのＡＩ技術の適用に関
する研究を推進。 

・「次世代人工知能・ロボットの中核と
なるインテグレート技術開発事業」に
おいて、金型磨き等の技術を対象に、
暗黙知の顕在化を促すモデルを確立
すると共に、熟練技能のモデル化を実
現。 

・秘密計算技術の高性能化、省リソース
化、ユースケース開拓、異なる秘密計
算システム間のインターオペラビリ
ティ確保等に向けた研究開発を実施。 

・量子技術やＡＩを活用した触媒探索
を実施し、地域資源循環に適した触媒
材料の候補を選定。 

 
・環境衛生技術としてのＡＩ活用につ
いて、空調分野で空港、百貨店等にお
ける実証を踏まえ社会実装が進捗。更
なる省ＣＯ2 実現が可能な脳型ＡＩに
ついては、電炉で実証を行い効果を確
認。 

≪教育改革≫ 
・「数理・データサイエンス・ＡＩ教育
プログラム認定制度」において、2023
年度時点で、リテラシーレベル 382
件、応用基礎レベル 147 件を認定。 

≪研究開発≫ 
・官民連携を推進する方策として AI 

 
 

・情報通信審議会における議論を踏ま
え、2024 年夏頃をめどに、具体的な
戦略・行動計画を策定するとともに、
2025 年以降順次に社会実装・海外展
開。【総】 

・ＡＩを活用した救急隊運用最適化に
ついて、汎用性を高めた手法とするた
めに、地形の特徴が異なる複数の消防
本部を対象とした研究開発を実施。
【総】 

・2024 年度中にガイドラインを取りま
とめ、2024 年度以降は医療機器の開
発・研究に携わる団体等に対し、作成
したガイドラインの周知活動を実施。
【厚】 

 
・全ゲノム解析等実行計画の事業実施
体制における全ゲノムデータ等の情
報利活用の仕組みに則り、創薬ターゲ
ットを探索するＡＩ創薬を試行。【厚】 

 
 
・2023 年度の実証実験により得られた
結果を踏まえ、実導入検討を実施。あ
わせて、実験内容を変更した実証実験
の継続を検討。【警】 

・ＡＩ技術を適用した各種装備品等の
早期実用化及び能力向上。【防】 

 
 
 
 
 
 
 
 
・2025 年度までに高性能化、省リソー
ス化等を実現し、その後、2027 年度
に向けて秘密計算技術の適用領域の
拡大等を実施。【NISC、科技、総、経】 

・2023 年度に選定した候補材料をベー
スとし、更に量子技術やＡＩを活用し
た触媒探索を進めることで、性能と耐
久性の向上を図る取組を実施。【環】 

・環境衛生技術としてのＡＩ活用につ
いて、空調分野のほかに水処理分野等
への横展開を検討。【環】 

 
 
 
≪教育改革≫ 
・引き続き、大学等における優れた教育
プログラムの認定を毎年実施すると
ともに、本制度の周知・普及を推進。
【内閣人事局、人、文、経】 

≪研究開発≫ 
・AI Japan の枠組みも活用した、官民連
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Japanの事務局の運用体制を整えると
ともに関係府省庁及び国研の取組や
海外の研究機関との連携、AI Japan の
広報として展示会への出展や講演活
動を実施。 

携による研究開発および成果利用の
更なる促進等を検討。【科技、総、文、
経】 

 
 

 
（２） バイオテクノロジー 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
バイオエコノミーの推進は、新型コロ

ナウイルス感染症収束に向けた対応、食
料、医薬品等の戦略的なサプライチェー
ンの構築、環境負荷の低減等に貢献する
とともに、我が国経済の迅速な回復にも
資するものであり、その重要性は一層高
まっている。 
こうした認識の下、第６期基本計画期

間中は、「バイオ戦略 2019」を具体化・
更新した「バイオ戦略 2020（基盤的施
策）」及び「バイオ戦略 2020（市場領域
施策確定版）」に基づき、高機能バイオ
素材、持続的一次生産システム、バイオ
医薬品・再生医療等関連産業等の９つの
市場領域について、2030 年時点の市場
規模目標を設定した市場領域ロードマ
ップに盛り込まれた取組を着実に実施
していく。具体的には、各分野に応じて、
バイオデータ連携・利活用ガイドライン
の策定及びガイドラインに基づく取組
の推進、グローバルバイオコミュニテ
ィ・地域バイオコミュニティの形成と投
資促進、グローバルバイオコミュニティ
におけるバイオ製造実証・人材育成拠点
機能の整備等を進めていく。 

・2021 年６月に策定した「バイオ戦略
フォローアップ」の改定に向けた作業
を開始。 

・「バイオ戦略フォローアップ」等に基
づき、各施策を実施。主な成果・進捗
については下記のとおり。 

 
<バイオ製造> 
・バイオものづくりについては、2021年
度に造成された２兆円規模のグリー
ンイノベーション基金において、「バ
イオものづくり技術によるＣＯ₂を直
接原料としたカーボンリサイクルの
推進」プロジェクトを開始。同プロジ
ェクトにおいて、微生物等設計プラッ
トフォーム技術の高度化、微生物等の
開発・改良、微生物等による製造技術
の開発・実証等を 2023 年度において
も引き続き実施。 

・多様なバイオ製品の生産を支援し、経
済成長と資源自律化などの社会課題
解決との両立を目指すため、「バイオ
ものづくり革命推進事業」を開始し、
2023 年度中に第一次採択を実施。 

・産業構造審議会バイオ小委員会及び
同新機軸部会において、バイオものづ
くりの産業構造や初期需要の創出・市
場拡大や製品コスト低減、消費者の行
動変容に向けた制度的措置等につい
て検討。 

・バイオものづくりに係る国際連携に
ついては、2023 年４月に開催された
Ｇ７（札幌 気候・エネルギー・環境大
臣会合）において、バイオものづくり
が気候変動や資源不足などを解決す
る鍵であるとの共通認識を形成。 

・カーボンニュートラル実現等のため、
バイオものづくり等における革新的
イノベーションをもたらし得る革新
的ＧＸ技術を創出するため、「革新的
ＧＸ技術創出事業（ＧｔｅＸ）」及び
「先端的カーボンニュートラル技術
開発（ＡＬＣＡ-Next）」を 2023 年度
より開始。植物科学、ケミカルバイオ
ロジー、触媒化学、バイオマス工学を
核とした異分野融合研究により、環境
負荷の小さいものづくりに貢献する
環境資源科学研究を推進。 

 

・バイオエコノミー拡大に向けて、2019
年に策定した「バイオ戦略」から、「バ
イオエコノミー戦略」に名称を改め、
最新の国内外の動向等を踏まえた、
2030 年に向けた科学技術・イノベー
ション政策の取組の方向を取りまと
め。【科技、関係府省】 

<バイオものづくり・バイオ由来製品> 
・「バイオエコノミー戦略」及び同戦略
に基づく市場領域ロードマップにお
いて、バイオものづくりに関する政府
全体の方針を示した上で、更なる施策
の具体化を図る。初期需要の創出・市
場拡大や製品コスト低減、消費者の行
動変容に向けた制度的措置を実施。引
き続き、バイオものづくりに係る国際
連携の推進や、サプライチェーン全体
を考慮した環境への影響等の評価シ
ステムの構築も含め、グローバル展開
を検討する製品やプロセスなどの標
準化等を企業とも連携して推進。【科
技、文、経】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・2023 年度から開始したＧｔｅＸ及び
ＡＬＣＡ-Nextを推進し、バイオもの
づくりを含む、大学等におけるカーボ
ンニュートラル社会の実現に貢献す
る革新的ＧＸ技術に係る基礎研究や
人材育成を強化するとともに、地球シ
ステムという人類の共有財産（グロー
バル・コモンズ）の維持に向けて、多
階層科学データに基づき環境資源科
学を発展させ、植物や微生物の機能強
化、高機能触媒の開発、共生関係を活
用した作物生産技術の開発等を推進。
【文、経】 
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・「持続可能な航空燃料（ＳＡＦ）の導
入促進に向けた官民協議会」におい
て、国際競争力のある国産ＳＡＦを安
定的に供給できる体制の構築に向け
た規制と支援策の検討や国産ＳＡＦ
の国際認証取得に向けた支援等を実
施。 

・「地域資源循環を通じた脱炭素化に向
けた革新的触媒技術の開発・実証事
業」において、稲わら等の農業系バイ
オマスを材料としたバイオ燃料生成
等による資源循環システムの開発・実
証を目指し、グリーン水素及びＬＰＧ
製造用触媒の基本性能の確認と改良
を実施。 

<一次生産等> 
・ＳＩＰ第３期「豊かな食が提供される
持続可能なフードチェーンの構築」に
おいて、2023 年度からサイバー・フ
ィジカルシステムの活用により、国内
産業を活性化させ国内にフードチェ
ーンを再構築することに向け、ＰＤ、
関係府省、研究開発コンソーシアム等
が連携して研究開発体制を構築し、研
究開発を開始。 

・「みどりの品種育成方針」に基づき、
ゲノム情報等を利用して高収量・高品
質等の画期的な特性を持つ新品種を
迅速に育成できるスマート育種基盤
の拡充・強化のため、2023 年度から
コンソーシアムの研究開発体制を構
築し、研究開発を開始。 

 
 
 
 
 
・欧米の大学等の基本特許に抵触しな
い日本独自のゲノム編集技術等を活
用した生産性や機能性を高めた農林
水産物の創出を可能とする育種技術
を開発するため、国産ゲノム編集酵素
Ｃａｓ３をイネで実証。ダイズでの実
証を開始。 

・生物機能を活用した医薬品原料等の
高機能バイオ素材の創出に向け、カイ
コによる高機能バイオ素材の生産技
術を活用した動物用経口ワクチン素
材を開発。 

・畜産分野におけるバイオ市場獲得に
向け、ゲノム編集技術と新たな豚由来
細胞株を活用したアフリカ豚熱ワク
チン等の革新的動物ワクチンの開発
を推進。バイオインフォマティクスに
よる未知の遺伝子機能予測解析を駆
使し、アフリカ豚熱ワクチンの候補と
なる遺伝子欠損ウイルスを新たに２
株作出。 

・改質リグニンの利用拡大に向けては、

・ＳＡＦについては、「持続可能な航空
燃料（ＳＡＦ）の導入促進に向けた官
民協議会」における議論も踏まえつ
つ、国際競争力のある国産ＳＡＦを安
定的に供給できる体制の構築や国産
ＳＡＦの国際認証取得に向けた支援
等を推進。【経、国】 

・グリーン水素製造技術については小
型実験設備による実証を開始し、グリ
ーンＬＰＧ製造技術については性能
向上のための触媒選定等を実施。【環】 

 
 
 
 
<一次生産等> 
・ＳＩＰ第３期「豊かな食が提供される
持続可能なフードチェーンの構築」に
おいて、食料の調達、生産、加工・流
通、消費の各段階を通じて、豊かさを
確保しつつ、生産性向上と環境負荷低
減を両立したフードチェーンの構築
を推進。【科技、農、関係府省】 

 
 
・品種開発については、スマート農業技
術と併せた機械収穫等に適した省力
化等に資する新品種の育成のほか、
「みどりの食料システム戦略」の実現
に向け、「みどりの品種育成方針」に
基づき、高収量・高品質や病害虫抵抗
性、気候変動に対応した高温耐性等の
生産力向上と持続性の両立に向けた
画期的な特性を持つ新品種を、ゲノム
情報等を利用して迅速に育成できる
スマート育種基盤の拡充・強化を推
進。【農】 

・欧米の大学等の基本特許に抵触しな
い日本独自のゲノム編集技術等を活
用した、生産性や機能性等を高めた農
林水産物の創出を可能とする育種技
術の開発の推進。【農、関係府省】 

 
 
・植物やカイコ等の生物機能を活用し
た医薬品原料等の高機能バイオ素材
の創出とサプライチェーンの構築を
推進。【農、関係府省】 

 
・ゲノム編集技術と新たな豚由来細胞
株を活用したアフリカ豚熱ワクチン
等の革新的動物ワクチンの開発を推
進。【農、関係府省】 

 
 
 
 
 
・改質リグニンの利用拡大に向けた製
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バイオマス度の向上や環境影響評価
等に係る技術開発・実証を推進。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
<健康・医療> 
・健康・医療データ利活用基盤協議会に
おいて、ＡＭＥＤのデータ利活用プラ
ットフォームを用いたデータ連携、同
意の在り方を引き続き整理。 

・ＡＭＥＤにおいて、適切なデータ利活
用を促進するための各種ポリシー・ガ
イドラインを作成し、ＡＭＥＤホーム
ページにて公開。 

・ＡＭＥＤのデータ利活用プラットフ
ォームの整備を実施し、2024 年３月
から一般利用受付を開始。 

 
 
・「全ゲノム解析等実行計画 2022」を踏
まえ、がん・難病に関する全ゲノム解
析等を実施中。また、産学官が幅広く
利活用可能な体制整備を推進。 

・事業実施組織については、2023 年３
月に開催された「全ゲノム解析等の推
進に関する専門委員会」における議論
を踏まえ、事業実施組織の発足に向け
た準備室を国立高度専門医療研究セ
ンター医療研究連携推進本部に設置
し、事業実施組織について具体化を進
めている。 

 
 
 
 
・2022 年度に構築した創薬ＡＩプラッ
トフォームについて、全ゲノム解析等
実行計画における利活用を図るため、
全ゲノム解析等実行計画の事業実施
体制において計算基盤整備等を実施。 

・３大バイオバンク（東北メディカル・
メガバンク（ＴＭＭ）、バイオバンク・
ジャパン（ＢＢＪ）、ナショナルセン
ター・バイオバンクネットワーク（Ｎ
ＣＢＮ））等を連携させた大規模ゲノ
ムデータ基盤構築を推進。  

・バイオバンクの利活用を促進するた
め、ＴＭＭ及びＢＢＪにおいて、医療・
創薬・ヘルスケア等の社会実装モデル
を目指した研究開発を開始。 

・ＡＭＥＤにおいて、ゲノム研究を創薬
等につなげるための研究開発課題を
立ち上げ、3 大バイオバンク等の試

造技術の高度化・用途開発等を推進。
【農、関係府省】 

・発酵微生物等を活用した栄養や機能
性・嗜好性に優れる新規食品や、食品
副産物等の有効利用技術を開発。【農、
関係府省】 

・人口増加・気候変動等に対応した食料
供給のため、微生物を活用した食品
（水素細菌や麹菌などを活用し生成
したタンパク質源等食品）の研究開発
等を推進。【農、関係府省】 

<健康・医療> 
・ＡＭＥＤが支援した研究開発によっ
て得られたデータを産学官の研究開
発で活用するため、複数のデータベー
ス等を連携し、ゲノム情報等から抽出
されるメタデータを用いた横断検索
機能を有するとともに、産業界も含め
た研究開発にデータを扱う場（データ
を持ち込み扱えるセキュリティが担
保された Visiting 利用環境）を広く提
供するＡＭＥＤのデータ利活用プラ
ットフォームにおいて、ゲノムデータ
以外の幅広い研究開発データの連携
を順次開始。【健康医療、文、厚、経】 

・「全ゲノム解析等実行計画 2022」
（2022 年 9 月策定）を着実に推進し、
国民へ質の高い医療を届けるため、が
んや難病患者を対象とした全ゲノム
解析及びマルチオミックス解析等を
実施することで得られる全ゲノムデ
ータ、マルチオミックスデータ、臨床
情報等を搭載した質の高い情報基盤
を構築。【厚】 

・民間企業やアカデミア等へその本格
的な利活用を促し、診断創薬や新規治
療法等の開発を開始。【厚】 

・解析結果等の速やかな日常診療への
導入や、出口戦略に基づいた新たな個
別化医療の実現についても更に推進。
【厚】 

・全ゲノム解析等実行計画の事業実施
体制における全ゲノムデータ等の情
報利活用の仕組みに則り、創薬ターゲ
ットを探索するＡＩ創薬を試行。【厚】 

 
・３大バイオバンク（ＴＭＭ、ＢＢＪ及
びＮＣＢＮ）等の成果を連携・発展さ
せ、一体的に利活用できる大規模ゲノ
ムデータ基盤の構築を継続して推進。
【文】 

 
・バイオバンクの利活用を更に促進す
るため、ＴＭＭ及びＢＢＪの協働を強
化し、社会実装モデルとなることを目
指した研究開発を加速。【文】  

・バイオバンクの試料・情報を活用した
創薬医療研究等を引き続き推進。【文】 
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料・情報を活用した研究開発を実施。 
・化学物質等の環境要因が子供の健康
に与える影響を検討するエコチル調
査について、2022 年度から着手した
親子の遺伝子解析を着実に実施。 

 
・世界トップレベルの研究開発拠点か
らの新たなシーズ導出、ワクチン開発
経験のない異分野（理学、工学、情報
科学等）研究者からの提案採択、国内
シーズ掘り起こしのための相談対応
等を推進。ワクチン生産体制強化のた
めのバイオ医薬品製造拠点等整備事
業で第２次公募を採択するなど、製造
拠点の整備を推進。 

 
 
 
・ＡＭＥＤの各研究開発課題において、
若手研究者向けの枠の設定等を通じ、
優れた研究者の育成・確保を推進。ま
た、「革新的先端研究開発支援事業」
のソロタイプ（ＰＲＩＭＥ）において
は、若手研究者の積極的な参画を促し
支援を実施。 

 
 
・「認知症・脳神経疾患研究開発イニシ
アティブ」を通じ、認知症等の発症・
進行抑制、治療法の開発を総合的に推
進すること等を通じ、少子・超高齢社
会を見据えた研究開発を推進。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
<横断的施策> 
・理研等において、基礎生命科学研究を
推進。また、ライフサイエンスの研究
基盤であるデータベース、バイオバン
ク、バイオリソース等を整備・運用。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・化学物質等の環境要因が子供の健康
に与える影響を検討するエコチル調
査については、2022 年度から着手し
た遺伝子解析を 2024年度も着実に推
進。【環】 

・先進的研究開発戦略センター（ＳＣＡ
ＲＤＡ）を通じて、重点感染症等に対
するワクチン開発及び新規モダリテ
ィの研究開発を継続的に支援。世界ト
ップレベル研究開発拠点の形成と平
時からの先端的アプローチによるワ
クチンの研究開発の推進、感染症有事
に国内で迅速にワクチン開発を行う
ことができる研究開発基盤の強化、産
学官連携によるシームレスかつ世界
をリードする研究開発を促進。【健康
医療、文】 

・医師の働き方改革が進められる中、若
手研究者が研究に専念できる環境を
整備するとともに、最新解析機器のコ
アファシリティ化等を通じ、研究支援
人材の確保やキャリア形成を促進。あ
わせて、若手研究者向けの競争的研究
費の充実や、莫大なデータを整備・活
用するバイオインフォマティクス人
材の育成の在り方を検討。【文】 

・日本が世界に先駆けて少子・超高齢社
会を迎える中、高齢者を始めあらゆる
年代が健康な社会（幸齢社会）を実現
していくため、ライフコースに着目し
た研究開発を総合的に推進する。具体
的には、認知症など脳神経疾患・精神
疾患の早期予防・治療に向けた脳研
究、次世代ｉＰＳ細胞等による再生・
遺伝子治療の革新的な融合研究や、ｉ
ＰＳ創薬研究による難病克服への挑
戦、一般住民と疾患のバイオバンク間
の連携やがん研究等も含めた個別化
医療・予防医療の実現、オルガノイド
等を駆使したライフコースに関する
研究開発を推進する。【文】 

<基盤的な施策> 
・基礎生命科学の研究力低下が深刻で
あり、健康・医療研究の成果を中長期
的に出し続けるためには、基礎研究の
再興が必須。具体的には、オルガノイ
ドによる生命現象の再現等を通じた、
生命の発生・再生から老化までの一連
のプロセスである「ライフコース」に
着目した研究や、臓器別（縦糸型）で
はなく、臓器連関や免疫系等に着目
し、生体システムの統合解析（横糸型）
を図る研究など、時間的・空間的広が
りを持つ研究が潮流。特に、こども政
策の一環として、ライフサイクルの早
期に焦点を当て、生殖医療や幼年期の
発達支援、小児医療へ基礎研究から貢
献していく観点が重要。また、脳科学
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・バイオコミュニティへの支援の一環
として第２回官民連携プラットフォ
ームを 2024 年１月に開催。 

・2023 年６月、散在するバイオデータ
の有効な利活用を促すため、「バイオ
データ連携・利活用に関するガイドラ
イン中間まとめ」の増補改訂版となる
「バイオデータ連携・利活用に関する
ガイドブック」を公表。 

研究の発展によるヒトの「こころ」や
「社会性」の解明も期待されている。
さらに、最先端の研究を支える研究基
盤の整備も重要であり、安定的体制に
よるデータベース、バイオバンク、バ
イオリソース等の確実な整備・共用、
ＡＩを用いた統合検索技術等のデー
タベース高度化のための技術開発、生
物遺伝資源の高付加価値化等を通じ
たデータ駆動型研究の推進、経済安全
保障上も重要な生物資源を収集・維
持・提供する中核拠点の強化を推進。
【文】 

・バイオエコノミー関連市場の拡大に
向けて、国内外から人材・投資を呼び
込み、市場に製品・サービスを供給す
るための体制であるバイオコミュニ
ティについて、関係するイノベーショ
ン・エコシステムと連携した取組を推
進。【科技】 

 

（３） 量子技術 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 

量子技術は、我が国及び世界の社会、
経済、産業、安全保障に大きな変革をも
たらす可能性を秘めた革新的な技術で
ある。近年、欧米や中国をはじめとする
諸外国では、各国が巨額の投資と大型の
研究開発に取り組むなど、将来の覇権を
かけた国家間・企業間競争が激化してお
り、我が国においても量子技術の研究開
発や社会実装に向けた戦略的な取組が
求められている。 
このため、第６期基本計画期間中は、

「量子技術イノベーション戦略」に基づ
き、量子コンピュータ、量子計測・セン
シング、量子通信・暗号等をはじめとす
る主要技術に関する研究開発の抜本的
強化、量子技術イノベ―ション拠点の形
成、国際協力の促進、戦略的な知的財産
マネジメントと国際標準化、優秀な人材
の育成に加え、既存技術と組み合わせる
ことによる短中期での実用化も含めた、
量子技術の産業・社会での利活用の促進
等、基礎基盤的な研究開発から社会実装
に至る幅広い取組を、我が国の産学官の
総力を結集して強力に推進する。 

・2020 年１月に策定した「量子技術イ
ノベーション戦略」に基づき、2021 年
２月に「量子技術イノベーション拠点
（ＱＩＨ）」が発足、2021 年９月に「量
子技術による新産業創出協議会（Ｑ－
ＳＴＡＲ）」が設立。2022 年４月に「量
子未来社会ビジョン」、2023 年４月に
「量子未来産業創出戦略」を策定。 

＜量子コンピュータ＞ 
・量子･ＡＩ融合技術ビジネス開発グロ
ーバル研究センター（Ｇ－ＱｕＡＴ）
を 2023 年７月に設立し、大型古典Ｇ
ＰＵコンピュータと量子コンピュー
タ（量子インスパイアード含む）の計
算資源の導入等による量子・古典ハイ
ブリッドコンピューティング環境の
整備を推進。 

・ＮＥＤＯの「量子・ＡＩハイブリッド
技術のサイバー・フィジカル開発事
業」を開始し、量子･古典ハイブリッ
ド技術の事業化の促進に向けて、「素
材開発」等の重点分野におけるユース
ケース開発と、アルゴリズム基盤（ラ
イブラリー）の開発・整備を実施。 

・ＳＩＰ第３期「先進的量子技術基盤の
社会課題への応用促進」（量子課題）
において、「量子・古典ハイブリッド
テストベッドの利用環境整備」、「新産
業創出・生産性向上等に貢献するユー
スケース開拓・実装」、「量子コンピュ
ータ・ソフトウェアのベンチマーク開
発および国際標準化」、「大規模量子コ
ンピュータシステムに向けたロード

・2024 年４月に量子技術イノベーショ
ン会議より報告された「量子産業の創
出・発展に向けた推進方策」を踏まえ
下記に取り組む。 

 
 
 
 
＜量子コンピュータ＞ 
・産業化の海外連携拠点としてのＧ－
ＱｕＡＴの強化に向け、バイオ、マテ
リアルなど幅広い分野の産業ユース
ケース創出を目指した量子・古典コン
ピュータのハイブリッド計算環境テ
ストベッドの整備、海外機関も利用し
やすい体制の構築を推進。【経】 

 
・生産性向上や省エネルギー化等を目
的とした量子・古典ハイブリッドコン
ピューティングのアプリケーション
開発において、「素材開発」等の重点
分野の拡充、フィールド実証を含めた
ユースケース創出の取組を推進。【経】 

 
・産業課題・社会課題のユースケース創
出や、ハードウェアやシステムの早期
産業化を支援【経】 

・海外の研究・技術動向を踏まえ、「勝ち
筋」を見極めて協調・競争領域を設定
するために、アカデミアと産業界が連
携して研究・技術動向及び産業ニーズ
を情報交換。【科技、総、文、経】 

・多国間対話や日ＥＵデジタルパート
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マップ等作成」の研究開発を推進。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・量子科学技術を幅広く応用するため、
量子系の能動的制御を可能にする広
い意味での核物理等の学問の未解明
な学理を探求し、卓越した研究成果を
創出できる優秀な人材の育成が必要。 

・サプライチェーンの強靱化のために、
量子コンピュータの大規模化のため
の部素材開発・評価技術を強化すべ
く、ＮＥＤＯの「新産業・革新技術創
出に向けた先導研究プログラム」に
「量子コンピュータの大規模化・効率
化を推進する研究開発」テーマを設
置。 

 
 
 
・基盤ソフトや実験環境の整備のため、
ポスト５G 事業にて量子・スパコンの
統合利用技術の開発テーマを実施。 

・国産の超伝導式ゲート型量子コンピ
ュータが、理研ＲＱＣ－富士通連携セ
ンターおよび大阪大学量子情報・量子
生命研究センターにおいて稼働。 

 
 
 
 
 
 
・東京大学の次世代基盤クラウドプロ
グラムの開発に必要な生産基盤整備
計画を「経済安全保障推進法」に基づ
き認定。量子コンピュータを活用した
クラウドサービスの提供に関する取
組について支援を実施中。 

＜量子セキュリティ・ネットワーク＞ 
・量子暗号通信の長距離化・ネットワー
ク化を可能とする衛星量子暗号通信
に関し、国際宇宙ステーションと地上
間の暗号鍵共有技術の実証を実施。 

・ＮＩＣＴのテストベッドを活用し、産
学官連携により、「量子セキュリティ」
分野の研究開発、技術検証等を推進す
るとともに、想定されるユーザーと接
続するためのテストベッドを拡充。 

・地上系の量子暗号通信の高速化・長距
離化に資する「グローバル量子暗号通
信網構築のための研究開発」を実施。 

ナーシップといった有志国との枠組
みの積極的な活用。【科技、総、文、
経】 

・量子技術の実用化に不可欠な部素材
やデバイス等の高度化、大規模化・産
業化に必要な技術仕様の明確化や技
術ロードマップ策定等、幅広い産業界
の参入を促進。【科技、総、文、経】 

・優先すべきキラーユースケースを特
定し、キラーアプリケーションの開拓
を検討。【科技、総、文、経】 

・量子系の能動的制御に向けた広い意
味での核物理、光・レーザー、情報学、
数学等の基礎学理の研究・人材育成機
能の強化（ Fundamental Quantum 
Science 構想）。【文】 

・Ｇ－ＱｕＡＴにおいて、量子デバイス
の大規模化の試作設備、次世代の部素
材の評価環境の整備、部素材の作製・
評価を実施。これらの活動を通じて、
サプライチェーン強靱化や国際標準
化に関する活動を推進。【知財、科技、
総、文、経】 

・ＮＥＤＯ事業において、次世代量子コ
ンピューティングシステムの高性能
化設計や低温制御回路の設計・試作に
関する技術開発を実施。【経】 

・引き続き、ポスト５G 事業における、
研究開発を推進。【科技、文、経】 

 
・国産量子コンピュータ利用環境整備、
大規模化に向けた学理構築に向けて
100 量子ビット超の次世代量子コン
ピュータ開発を加速。【科技、文、経】 

・拡張性の高い量子コンピュータの開
発を目指し、複数方式の量子系を接続
する学理研究を推進。【科技、文、経】 

・ソフトからハードまでを視野に入れ
た研究開発と量子ＡＩの基礎研究・応
用研究を推進。【科技、文、経】 

・社会実装に向けて共通ソフトウェア
基盤プラットフォームのクラウド基
盤構築及び量子コンピュータの集積
化技術開発を推進。【経】 

 
 
＜量子セキュリティ・ネットワーク＞ 
・高秘匿な衛星通信に資する衛星量子
暗号通信基盤技術の研究開発を推進。
【総】 

 
・ＮＩＣＴのテストベッドを活用して、
研究開発、技術検証等を推進。【総】 

 
 
 
・量子暗号通信の早期社会実装に向け
て、研究開発や実証を推進。【総】 
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・量子状態を維持したまま伝送可能な
中継技術等の研究開発を開始。 

・ＳＩＰ第３期量子課題において、「量
子セキュアクラウドを用いた高度情
報処理基盤の構築」、「高度情報処理基
盤を活用したユースケース開拓・実
証」等の研究開発を推進。 

・ＩＳＯ／ＩＥＣにて量子暗号通信機
器の認証に関する基本文書が発刊。関
係者において、本文書に基づく評価基
準や評価方法の策定等に向けた議論
を実施。 

＜量子計測・センシング/量子マテリアル＞ 
・ＳＩＰ第３期量子課題において、「量
子センシング等の利用・試験・評価環
境の構築」、「量子センシング等を利用
したユースケース開拓・実証」、「超高
速通信・モビリティ等を支える時空間
ビジネス基盤の構築」を推進。 

 
 
・脳磁計測用センサやＥＶバッテリー
搭載用センサの開発等、社会実装を見
据えた量子計測・センシング研究開発
を推進。 

 
＜イノベーション基盤＞ 
・2023 年７月に、Ｇ－ＱｕＡＴを設立。 
・量子コンピュテーション開拓拠点と
して、最先端の量子・古典ハイブリッ
ド計算環境を理研に整備。 

・量子技術基盤の研究開発・産業支援拠
点として、ＱＳＴを拠点強化。 

・ＱＩＨの第 11 番目の拠点となる量子
化学産業創出拠点として東海国立大
学機構を追加。 

・量子技術やＡＩ（機械学習）を活用し
た触媒探索を実施し、地域資源循環に
適した触媒材料の候補を選定。 

・ＳＩＰ第３期量子課題において、「新
事業・スタートアップ企業の創出・支
援」、「教育プログラムの開発と実践」、
「アイデア発掘」、「エコシステム構
築」を推進。 

・「第１回ＭＯＯＮＳＨＯＴ×Ｑ－ＳＴ
ＡＲ量子コンピュータ技術討論会」を
開催し、Ｑ－ＳＴＡＲとムーンショッ
ト目標６研究者との間で意見交換を
実施。 

 
・2024 年２月に、内閣府とＱ－ＳＴＡ
Ｒが共催で「Quantum Startup Day 
2024」を開催。 

 
・オンライン講座や実践的プログラム
等の人材育成事業を推進。 

 
 
 

・量子インターネット実現に必要な要
素技術の研究開発を推進。【総】 

・量子セキュアクラウドを用いた高度
情報処理基盤の構築等を推進。【科技、
総】 

 
 
・量子暗号通信関係者が集まるフォー
ラムにおいて、認証制度に必要となる
評価基準や評価方法の策定等に向け
た作業を継続。【総】 

 
＜量子計測・センシング/量子マテリアル＞ 
・安定的に利用機会を提供できるテス
トベッド構築のため、ＱＳＴ・産総研
が連携しテストベッド利用窓口の整
備や環境づくりを推進。【科技、文、
経】 

・我が国が強みを有する技術の実用化
加速、次世代技術シーズ探索等の加速
に向けた取組を推進。【科技、文、経】 

・量子マテリアルの高品質化やセンシ
ングデバイスの性能向上・供給体制強
化、トポロジカル材料や二次元材料
等、新奇物性を有する量子マテリアル
の開拓を推進。【科技、文、経】 

＜イノベーション基盤＞ 
・産業支援や人材育成、国際連携、知財
管理等の共通的な役割について国研
と大学で分担する等、拠点間の連携体
制を強化。【科技、総、文、経】 

・国研の保有する施設や設備を利用し
た事業者による製品開発や生産、サー
ビスの提供等を可能にする制度の創
設や利用可能な施設の拡充等を検討。
【科技、総、文、経】 

・2023 年度に選定した候補材料をベー
スとし、さらに、触媒探索を進め、性
能と耐久性の向上を図る。【環】 

・複数の量子拠点合同でのワークショ
ップの開催等、国研・大学の枠を超え
た研究者の交流を促進。【科技、総、
文、経】 

 
・Ｑ－ＳＴＡＲや量子技術イノベーシ
ョン拠点が実施する交流の場やシン
ポジウムに加え、企業の研究者個人参
加を念頭に置いたワークショップや
研修等の取組を強化。【科技、総、文、
経】 

・海外参加者が見込まれるイベントの
開催等を支援。【科技、総、文、経】 

・各国の動向について、タイムリーな情
報発信を推進。【科技、総、文、経】 

・若手研究者の海外派遣、海外研究者の
招聘を拡大。若手研究者が参加できる
サマースクールをＱＩＨが持続的に
開催。【科技、総、文、経】 

・量子技術に関する講座・専攻を新たに
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＜標準化＞ 
・超伝導方式量子コンピュータのロー
ドマップ策定、素材・コンポーネント
等に係る課題抽出、評価、試作、サプ
ライヤーとの連携構築や知財化・標準
化に向けた取組を実施。 

・量子セキュアクラウドに係る標準化
及び認証制度に向けた取組を実施。 

・量子コンピュータ・センサハードウエ
アコンポーネントテストベッドを構
築し、企業・大学・研究機関にオープ
ンに利用してもらうことで、低温での
評価方法に関する標準化を検討。 

・量子技術の標準化調査委員会を設置
し、国際標準化の動向調査、国際標準
化機構及び国際電気標準会議による
合同技術委員会（ＪＴＣ３）設置の議
論に対応。国内対応体制の検討を実
施。 

・補正予算等により、Ｇ－ＱｕＡＴにお
いて、量子コンピュータの大規模化や
標準化活動のための量子デバイス・部
素材などの製造・評価環境を整備・拡
充。 

設置するなど、量子人材の育成の取組
を実施。【科技、総、文、経】 

＜標準化＞ 
・量子コンピュータ、量子セキュリテ
ィ・ネットワーク、量子計測・センシ
ング等における国際標準化を推進。官
民一体の体制整備や民間の標準化活
動の支援も含めた国際的なルールづ
くりを主導していく体制や仕組みを
整備。【知財、科技、総、文、経】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・Ｇ－ＱｕＡＴにおいて、量子デバイス
の大規模化の試作設備、次世代の部素
材の評価環境の整備、部素材の作製・
評価を実施。これらの活動を通じて、
サプライチェーン強靱化や国際標準
化に関する活動を推進。（再掲）【知財、
科技、総、文、経】 

 

 
（４） マテリアル 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
マテリアルは、我が国の科学技術・イ

ノベーションを支える基盤技術である
とともに、リチウムイオン電池や青色発
光ダイオードなど、これまで数多くのイ
ノベーションを生み出し、世界の経済・
社会を支えてきた。一方、近年、マテリ
アルを巡る国際競争が熾烈になり、従
来、我が国がこの分野で有していた強み
が失われつつある中、残された「強み」
を生かしつつ、戦略的な取組を強化する
必要がある。 
このため、第６期基本計画期間中は、

「マテリアル革新力強化戦略」に基づ
き、国内に多様な研究者や企業が数多く
存在し、世界最高レベルの研究開発基盤
を有している強みを生かし、産学官関係
者の共通ビジョンの下、産学官共創によ
る迅速な社会実装、データ駆動型研究開
発基盤の整備と物事の本質の追求によ
る新たな価値の創出、人材育成等の持続
発展性の確保等、戦略に掲げられた取組
を強力に推進する。 

・全国の大学等の先端設備の共用体制
の整備・高度化とともに、データ利活
用の試験運用開始。2025 年度の本格
運用開始に向け、データの収集・蓄積・
利活用に係る高度専門人材を拡充。  

 
 
 

・ＮＩＭＳデータ中核拠点にて、データ
収集・蓄積のためのデータ構造化機能
の強化、データの収集・蓄積方法を検
討。 

・ＮＩＭＳのデータを基軸に、産学連携
等の推進していくための経費を計上。 

 
・ＳＩＰ第 3 期「マテリアル事業化イノ
ベーション・育成エコシステムの構
築」が始動（2023 年度）。研究体制を
構築。 

 
 
 
・社会課題解決に資する革新的マテリ
アルの効率的創出のため、データ駆動
型研究手法の確立に向けた研究開発
を実施。 

・データ駆動型研究の推進に必要とな
る高品質かつ大量のデータを創出可
能な先端設備について、先端技術動向
を踏まえた戦略的な整備・高度化、デ
ータ収集・蓄積の加速、ＡＩ 解析基
盤の整備等、2025 年度からのデータ
利活用の本格運用に向けた準備を推
進。（再掲）【文】 

・高品質データの収集・蓄積体制の強化
を図り、データ駆動型研究の材料開発
を推進。（再掲）【文】 

 
・オープン・アンド・クローズ戦略に基
づく産学連携等の取組を推進。（再掲）
【文】 

・国研や大学のマテリアルデータベー
スを基に、アプリケーション開発基盤
として活用できるプラットフォーム
を構築。ベンチャーや革新的事業を創
出し成長させるエコシステム形成、ユ
ニコーン候補育成を推進。（再掲）【科
技、文、経】 

・革新的マテリアル創出のためのデー
タ駆動型研究の推進、先駆的なデータ
駆動型研究手法の全国展開を図る。
（再掲）【科技、文、経】 
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・「航空機エンジン向け材料開発・評価
システム基盤整備事業」、「資源自律経
済システム開発促進事業」を実施。 

 
・グリーンイノベーション基金におい
て蓄電池・モーターの高性能化、省資
源化等の技術開発を実施。 

・マテリアル・プロセスイノベーション
プラットフォームを活用した中小・ベ
ンチャーを含む企業連携を実施。 

 
・先端計算科学等を活用した新規機能
性材料合成・製造プロセス開発事業を
開始。製造プロセスのデータベース構
築、超高性能セラミックス等の性能向
上に資する基盤技術開発を実施。  

・「データ駆動型マテリアル研究開発の
推進と成果の社会実装実現に向けた
連携の場」にて、研究基盤の整備状況
や共通課題等を共有し、検討。  

・マテリアルＤＸプラットフォームに
おいて、量子技術を含むマテリアルデ
ータの収集・蓄積・利活用の試験運用
開始。 

  
 
・ＮＥＤＯの「量子・ＡＩハイブリッド
技術のサイバー・フィジカル開発事
業」を開始し、量子･古典ハイブリッ
ド技術の事業化の促進に向けて、「素
材開発」等の重点分野におけるユース
ケース開発と、アルゴリズム基盤（ラ
イブラリ）の開発・整備を実施。 

・合金開発迅速化に資するデータ駆動
型革新的合金探索手法やアルミスク
ラップをアップグレードする基盤技
術開発等を継続支援。【経】 

・グリーンイノベーション基金（次世代
蓄電池・次世代モーターの開発）にお
いて、最大 2030 年度まで支援。【経】 

・マテリアル・プロセスイノベーション
プラットフォームによる中小等を含
む企業連携を引き続き推進。（再掲）
【経】 

・高信頼性ファインセラミックスや機
能性化学品等のデータ取得基盤技術
の開発・整備、プロセスデータベース
の構築・活用を進める。（再掲）【経】 

 
・引き続き、フォローアップを実施。Ａ
Ｉ 解析ツールやデータマネジメント
の知見を府省横断で共有。【科技、文、
経】 

・マテリアルＤＸプラットフォームに
おける量子技術や半導体等の技術動
向を踏まえた高品質かつ大量のマテ
リアルデータの収集・蓄積・利活用や、
基礎基盤研究の推進、人材育成等を通
じ、先端技術の開発を加速。【文】 

・生産性向上や省エネルギー化等を目
的とした量子・古典ハイブリッドコン
ピューティングのアプリケーション
開発において、「素材開発」等の重点
分野の拡充、フィールド実証を含めた
ユースケース創出の取組を推進。（再
掲）【経】 

 
（５） フュージョンエネルギー 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
〇ＡＩ、バイオテクノロジー、量子技術、
マテリアルや、宇宙、海洋、環境エネ
ルギー、健康・医療、食料・農林水産
業等の府省横断的に推進すべき分野
について、国家戦略に基づき着実に研
究開発等を推進する。さらに、我が国
が実現すべき未来社会像を見据えつ
つ、エビデンスに基づき、既存戦略の
見直しや、新たな戦略の策定を行い、
明確なターゲット、産学官の役割分
担、国際連携の在り方などを具体的に
盛り込む。特に分野横断的で社会課題
解決に直結するテーマについては、次
期ＳＩＰの課題として推進する。（再
掲）【健康医療、科技、宇宙、海洋、関
係府省】 

・フュージョンエネルギーは次世代の
クリーンエネルギーとしても期待さ
れており、近年、主要国では政府主導
でこの取組を推進し、またベンチャー
に対する投資の拡大などが進んでい
る。これまで日本ではＩＴＥＲ計画等
に参加をしていたが、ここで培われた
技術を生かしつつ、産業化に向けた取
組を加速していくことが必要。 

・これらを踏まえ、フュージョンエネル
ギーの産業化、研究開発の加速、推進
体制の構築など新たな方策を検討す
るため、統合イノベーション戦略推進
会議の下に核融合戦略有識者会議を
設置。2023 年４月 14 日に統合イノベ
ーション戦略推進会議にて、「フュー
ジョンエネルギー・イノベーション戦
略」を決定。 

＜インダストリーの育成戦略＞ 
・フュージョンインダストリーの育成
を目的とした場として、一般社団法人

・ＩＴＥＲ、ＪＴ―６０ＳＡ等で培った
技術や人材を最大限活用して、国際連
携も活用し、原型炉に必要な基盤整備
を加速するとともに、産業協議会とも
連携して、安全確保の基本的な考え方
を策定するなど、フュージョンエネル
ギーの早期実現、関連産業の発展に向
けた取組を加速する。【科技、関係府
省】 

・現在、世界各国が大規模投資を実施
し、自国への技術・人材の囲い込みが 
更に加速している。日本の技術・人材
の海外流出を防ぎ、世界のハブとなる
ため、我が国のフュージョンエネルギ
ー・イノベーション拠点化を推進する
など、エコシステム構築に向けた以下
の取組を推進する。【科技、関係府省】 

 
＜インダストリーの育成戦略＞ 
・産業協議会との連携（国際標準化、サ
プライチェーンの構築、事業化支援）
【科技、関係府省】 
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フュージョンエネルギー産業協議会
を 2024 年 3 月に設立。 

・ＳＢＩＲフェーズ３基金を活用し、ス
タートアップの有する先端技術の社
会実装を促進（４社の支援を 2023 年
10 月より開始）。 

＜テクノロジーの育成戦略＞ 
・世界最大のトカマク型超伝導核融合
実験装置「ＪＴ－６０ＳＡ」が 2023
年 10 月に初めてプラズマを生成。 

・小型化・高度化等の独創的な新興技術
の支援策を強化するため、ムーンショ
ット型研究開発制度において、フュー
ジョンエネルギーに関する新目標を
2023 年 12 月に総合科学技術・イノベ
ーション会議で決定。 

＜戦略の推進体制等＞ 
・ＱＳＴを中心にアカデミアや民間企
業が参加する実施体制の構築 

 
・大学間連携による教育プログラムの
提供、ＩＴＥＲ／ＪＴ－６０ＳＡ等を
活用した人材育成 

 

・安全確保の基本的な考え方の策定（学
会等と連携し、国際協調による規制の
策定及び標準化）【科技、関係府省】 

 
 
 
＜テクノロジーの育成戦略＞ 
・原型炉実現に向けた基盤整備の加速
（ＱＳＴ等の体制強化、アカデミアや
民間企業の結集）【文】 

・ＩＴＥＲ計画／ＢＡ活動を通じたコ
ア技術の獲得（ベースラインの改定も
踏まえ、知見活用）【文】 

 
 
 
＜戦略の推進体制等＞ 
・ＱＳＴ等のイノベーション拠点化（原
型炉開発等に必要となる施設・設備群
の整備・供用）【文】 

・大学間連携による人材育成（体系的な
人材育成システムの構築と育成目標
の設定）【文】 

・国民の理解を深めるアウトリーチ活
動の実施（リスクコミュニケーション
による国民理解の醸成）【文】 

・国際活動の戦略的推進（ＩＴＥＲ計
画・ＢＡ活動含めた、多国間・二国間
の連携強化）【文】 
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（戦略的に取り組むべき応用分野） 
（６） 健康・医療 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
第４次産業革命 148のただ中、世界的

に医療分野や生命科学分野で研究開発
が進み、こうした分野でのイノベーショ
ンが加速することで、疾患メカニズムの
解明や新たな診断・治療方法の開発、Ａ
Ｉやビッグデータ等の利活用による創
薬等の研究開発、個人の状態に合わせた
個別化医療・精密医療等が進展していく
ことが見込まれている。 
このような状況変化等を背景に、第６

期基本計画期間中は、2020 年度から
2024 年度を対象期間とする第２期の
「健康・医療戦略」及び「医療分野研究
開発推進計画」等に基づき、医療分野の
研究開発の推進として、AMED による
支援を中核として、他の資金配分機関、
インハウス研究機関、民間企業とも連携
しつつ、医療分野の基礎から実用化まで
一貫した研究開発を一体的に推進する。
特に喫緊の課題として、国産の新型コロ
ナウイルス感染症のワクチン・治療薬等
を早期に実用化できるよう、研究開発へ
の支援を集中的に行う。また、医療分野
の研究開発の環境整備として、橋渡し研
究支援拠点や臨床研究中核病院におけ
る体制や仕組みの整備、生物統計家など
の専門人材及びレギュラトリーサイエ
ンスの専門家の育成・確保、研究開発に
おけるレギュラトリーサイエンスの普
及・充実等を推進する。さらに、新産業
創出及び国際展開として、公的保険外の
ヘルスケア産業の促進等のための健康
経営の推進、地域・職域連携の推進、個
人の健康づくりへの取組促進などを行
うとともに、ユニバーサル・ヘルス・カ
バレッジ（ＵＨＣ）の達成への貢献を視
野に、アジア健康構想及びアフリカ健康
構想の下、各国の自律的な産業振興と裾
野の広い健康・医療分野への貢献を目指
し、我が国の健康・医療関連産業の国際
展開を推進する。 

＜ＡＭＥＤによる研究開発の推進＞ 
・医療分野の基礎から実用化まで一貫
した研究開発を一体的に推進。 

・第３期医療分野研究開発推進計画
（2025 年度～）の検討に着手。 

・革新的研究開発推進基金に「大学発医
療系スタートアップ支援プログラム」
を追加、同基金のムーンショット目標
７に認知症・脳神経疾患研究開発イニ
シアティブの取組等を追加。 

・若手人材の登用や、公開シンポジウム
の開催を通じて、レギュラトリーサイ
エンスの普及・充実等を推進。 

・生物統計家育成については、2016 年
度からＡＭＥＤの「臨床研究・治験推
進研究事業」において東京大学大学院
及び京都大学大学院を育成拠点とし
て採択。2018 年度から受講生を受け
入れ、質の高い臨床研究に寄与するた
めの人材育成に取り組んだ。これま
で、82 名の修了者を輩出しており、修
了者の７割以上がアカデミアに就職
した。 

＜ムーンショット型研究開発＞ 
・３年目外部評価結果を踏まえ、計画変
更や加減速、ポートフォリオ再編を実
施。 

・当該外部評価において、５つのプロジ
ェクトのうち１つを「中止」とした。 

 
 
 
 
 
 
＜大学発医療系スタートアップ支援 

プログラム＞ 
・2023 年度補正予算で「大学発医療系
スタートアップ支援プログラム」を実
施。2024 年３月に実施機関の公募を
開始。 

＜ワクチン開発等の感染症対策＞ 
・感染症モニタリング体制強化のため、
新たな海外研究拠点を設置、感染症の
発生・流行情報を含む感染症関連情報
の収集業務を行うネットワークコア
拠点を設立。 

 
 

＜ＡＭＥＤによる研究開発の推進＞ 
・第３期医療分野研究開発推進計画の
検討を進め、年度内に策定。【健康医
療、ＡＭＥＤ室、こども、総、文、厚、
経】 

 
 
 
 
 
・引き続き、レギュラトリーサイエンス
の専門家の育成・確保等、必要な取組
を推進。【厚】 

・生物統計家については引き続き、東京
大学及び京都大学において修士課程
の学生に対する専門教育（座学・実習・
研究）や卒後教育を実施し、質の高い
臨床研究に寄与するための人材育成
に努める。【厚】 

 
 
 
 
＜ムーンショット型研究開発＞ 
・自己評価も行いつつ、研究開発を推
進。【健康医療、ＡＭＥＤ室、文、厚、
経】 

・高いレベルの基礎的研究開発を社会
実装に向けた問題意識とＥＬＳＩ課
題を踏まえつつ推進。【健康医療、
AMED 室、文、厚、経】 

・認知症課題に鑑み、2024 年度中に新
たなプロジェクト採択及び研究開始
を予定。【健康医療、ＡＭＥＤ室、文、
厚、経】 

＜大学発医療系スタートアップ支援 
プログラム＞ 

・大学発医療系スタートアップ支援プ
ログラムについて、実施機関を採択
し、2024 年 10 月の事業開始を目指
す。【文】 

＜ワクチン開発等の感染症対策＞ 
・有事の際に速やかに感染症インテリ
ジェンスに資する情報収集・分析結果
が効率的に集約されるよう、平時から
国内外の関係機関等との人的・組織的
な関係性を築き連携体制の強化を図
り、幅広い感染症に対する基礎的研究
と人材確保を実施。【文、厚】 

 

 
148 第 4 次産業革命とは、18 世紀末以降の水力や蒸気機関による工場の機械化である第 1 次産業革命、20 世紀初頭の分業に基づく電力を用い
た大量生産である第 2次産業革命、1970年代初頭からの電子工学や情報技術を用いた一層のオートメーション化である第３次産業革命に続く、
ＩｏＴ、ビッグデータやＡＩのようないくつかのコアとなる技術革新 
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・世界トップレベルの研究開発拠点か
らの新たなシーズ導出、ワクチン開発
経験のない異分野（理学、工学、情報
科学等）研究者からの提案採択、国内
シーズ掘り起こしのための相談対応
等を推進。ワクチン生産体制強化のた
めのバイオ医薬品製造拠点等整備事
業で第２次公募を採択するなど、製造
拠点の整備を推進。 

 
・感染症の科学的知見の創出や医薬品
等の研究開発を実施するため、感染症
臨床研究ネットワークを構築し、その
実証事業を開始。 

 
・新型コロナウイルス感染症のワクチ
ンについては、ＡＭＥＤを通じて、国
内の企業・大学等による基礎研究、非
臨床研究、臨床研究の実施を支援。ま
た、厚生労働省において国内生産体制
の整備や大規模臨床試験等の実施を
支援した結果、国内企業が開発し国内
で生産した mRNA ワクチンの接種が
2023 年 12 月から開始。 

＜医療機器・ヘルスケア開発＞ 
・大学・企業・臨床連携を通じ、研究者
が持つ独創的な技術シーズを活用し
た革新的な医療機器・システム開発を
支援。 

・ヘルスケアビジネスコンテスト開催
の準備を実施。 

 
 
・独立行政法人医薬品医療機器総合機
構（ＰＭＤＡ）の相談・審査体制を強
化するため、ＰＭＤＡの「プログラム
医療機器審査室」を組織改編するため
の検討を実施。 

＜ゲノム医療、健康・医療データ利活用＞ 
・健康・医療データ利活用基盤協議会に
おいて、ＡＭＥＤのデータ利活用プラ
ットフォームを用いたデータ連携、同
意の在り方を引き続き整理。 

・ＡＭＥＤにおいて、適切なデータ利活
用を促進するための各種ポリシー・ガ
イドラインを作成し、ＡＭＥＤホーム
ページにて公開。 

・ＡＭＥＤのデータ利活用プラットフ
ォームの整備を実施し、2024 年３月
から一般利用受付を開始。 

 
 
・３大バイオバンク（ＴＭＭ、ＢＢＪ及
びＮＣＢＮ）等を連携させた大規模ゲ
ノムデータ基盤構築を推進。 

 
 
・バイオバンクの利活用を促進するた
め、ＴＭＭ及びＢＢＪにおいて、医療・

・ＳＣＡＲＤＡを通じて、重点感染症等
に対するワクチン開発及び新規モダ
リティの研究開発を継続的に支援。世
界トップレベル研究開発拠点の形成
と平時からの先端的アプローチによ
るワクチンの研究開発の推進、感染症
有事に国内で迅速にワクチン開発を
行うことができる研究開発基盤の強
化、世界をリードする研究開発を促
進。【健康医療、文】 

・上市後の買い上げ等を含む製薬関係
企業等を対象としたプル型研究開発
支援等と公衆衛生対策のための医薬
品確保の在り方について検討を進め
る。（再掲）【厚】 

・新型コロナウイルス感染症のワクチ
ンについては、引き続き、変異株ウイ
ルスに対応する国産ワクチンが早期
に実用化されるよう、必要な支援を実
施する。【厚】 

 
 
 
 
＜医療機器・ヘルスケア開発＞ 
・スモールスタートからの段階的投資
や伴走コンサルティングを進め、革新
的な医療機器・システムの実用化を加
速。【文】 

・大阪・関西万博の機会を活用したビジ
ネスコンテスト・加速プログラムや公
的支援窓口による伴走支援強化を実
施【経】 

・2024 年度中にＰＭＤＡの「プログラ
ム医療機器審査室」を「プログラム医
療機器審査部」に組織改編する予定。
【厚】 

 
＜ゲノム医療、健康・医療データ利活用＞ 
・ＡＭＥＤが支援した研究開発によっ
て得られたデータを産学官の研究開
発で活用するため、複数データベース
等を連携し、ゲノム情報等から抽出さ
れるメタデータを用いた横断検索機
能を有するとともに、産業界も含めた
研究開発にデータを扱う場（データを
持ち込み扱えるセキュリティが担保
された Visiting 利用環境）を広く提供
するＡＭＥＤのデータ利活用プラッ
トフォームにおいて、ゲノムデータ以
外の幅広い研究開発データの連携を
順次開始。【健康医療、文、厚、経】 

・３大バイオバンク（ＴＭＭ、ＢＢＪ及
びＮＣＢＮ）等の成果を連携・発展さ
せ、一体的に利活用できる大規模ゲノ
ムデータ基盤の構築を継続して推進。
【文】 

・バイオバンクの利活用を更に促進す
るため、ＴＭＭ及びＢＢＪの協働を強
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創薬・ヘルスケア等の社会実装モデル
を目指した研究開発を開始。 

・AMED において、ゲノム研究を創薬
等につなげるための研究開発課題を
立ち上げ、３大バイオバンク等の試
料・情報を活用した研究開発を実施。 

・革新的な医薬品を迅速に届けるため、
ゲノムデータを用いた新規治療法の
開発を目指し、2022 年９月に策定し
た「全ゲノム解析等実行計画 2022」
を踏まえ、がん・難病に関する全ゲノ
ム解析等を実施中であり、産学官が幅
広く利活用可能な体制整備を推進。
「良質かつ適切なゲノム医療を国民
が安心して受けられるようにするた
めの施策の総合的かつ計画的な推進
に関する法律」に基づき、ゲノム医療
施策に関する基本計画の検討を進め
た。遺伝子導入技術、遺伝子発現制御
技術、高機能バイオ医薬品や、ドラッ
グ・デリバリー・システム（ＤＤＳ）、
イメージングなどの開発を推進する
とともに、それら要素技術の組合せに
よる技術基盤を形成。 

 
 
 
 
 
 
・ＡＭＥＤの各研究開発課題において、
若手研究者向けの枠の設定等を通じ、
優れた研究者の育成・確保を推進。ま
た、「革新的先端研究開発支援事業」
のソロタイプ（ＰＲＩＭＥ）において
は、若手研究者の積極的な参画を促し
支援を実施。 

 
 
・「認知症・脳神経疾患研究開発イニシ
アティブ」を通じ、認知症等の発症・
進行抑制、治療法の開発を総合的に推
進すること等を通じ、少子・超高齢社
会を見据えた研究開発を推進。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

化し、社会実装モデルとなることを目
指した研究開発を加速。【文】 

・バイオバンクの試料・情報を活用した
創薬医療研究等を引き続き推進。【文】 

 
 
・2022 年９月に策定した「全ゲノム解
析等実行計画 2022」を着実に推進し、
がんや難病患者を対象とした全ゲノ
ム解析及び全ゲノムデータ、マルチオ
ミックスデータ、臨床情報等を搭載し
た質の高い情報基盤を構築し、創薬や
新規治療法等の開発を目指す。解析結
果等の速やかな日常診療への導入や、
出口戦略に基づいた新たな個別化医
療の実現を推進。また、「良質かつ適
切なゲノム医療を国民が安心して受
けられるようにするための施策の総
合的かつ計画的な推進に関する法律」
に基づき、ゲノム医療施策に関する基
本計画の策定に取り組む。【厚】 

・バイオバンクの利活用を促進するた
め、一般住民・疾患バイオバンクの協
働強化、社会実装モデルとなる研究実
施、ゲノム研究を支える研究者の裾野
拡大のための先端ゲノム研究を引き
続き実施。高機能バイオ医薬品の創出
に向けた取組強化、スタートアップ・
ファウンダリとの連携や国際的な新
薬開発・供給体制の構築を図る。【文】 

・医師の働き方改革が進められる中、若
手研究者が研究に専念できる環境を
整備するとともに、最新解析機器のコ
アファシリティ化等を通じ、研究支援
人材の確保やキャリア形成の促進を
図る。あわせて、若手研究者向けの競
争的研究費の充実や、莫大なデータを
整備・活用するバイオインフォマティ
クス人材の育成の在り方を検討。【文】 

・日本が世界に先駆けて少子・超高齢社
会を迎える中、高齢者を始めあらゆる
年代が健康な社会（幸齢社会）を実現
していくため、ライフコースに着目し
た研究開発を総合的に推進する。具体
的には、認知症など脳神経疾患・精神
疾患の早期予防・治療に向けた脳科学
研究の推進、全てのライフステージに
おいて活躍できる社会を目指した、我
が国の強みであるｉＰＳ細胞等の再
生・細胞医療と遺伝子治療との融合研
究や、ｉＰＳ創薬研究の推進による難
病克服への挑戦、認知症等の予防・診
断に向けた一般住民と疾患のコホー
ト・バイオバンクの協働の強化による
個別化医療・予防医療の実現、先端的
な科学技術の活用や異分野融合によ
る社会実装を意識したがん研究の推
進並びに重粒子線治療に係る研究開
発及び国際的な普及促進、オルガノイ
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・理研等において、基礎生命科学を推
進。また、ライフサイエンスの研究基
盤であるデータベース、バイオバン
ク、バイオリソース等を整備・運用。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・マイナンバーカードを活用した救急
業務の全国展開に向けた調査・研究を
行い、「救急隊が傷病者の医療情報等
を閲覧する仕組みの骨子」を作成し、
救急隊が既存のオンライン資格確認
等システムを活用する上で必要な要
件を整理した。 

＜再生・細胞医療・遺伝子治療＞ 
・異分野融合による独創的な治療技術
研究等の革新的な研究開発を引き続
き推進。 

 
・新たな根本治療法創出や実用化を推
進するため、異分野融合による独創的
な治療技術研究や製造基盤技術開発
等を実施。 

・大阪・関西万博での国内外への情報発
信について予算要求等を実施。 

・学会・交流会において個別面談を実
施。 

・遺伝子治療研究開発事業において、既
存の海外製細胞株と同等以上の性能
を示す細胞株を樹立。 

・細胞安定供給事業において、ガイダン
スの理解の助けとなる留意点を発表。 

・産業化促進事業において、再生医療、
遺伝子治療の創薬ベンチャーの産業
化を支援。 

 
 
・再生医療・遺伝子治療のための製造か
ら臨床までを一貫して行える拠点を
全国５箇所に整備。 

 

ド等を駆使したライフコースに関す
る基礎研究を推進する。【文】 

・基礎生命科学の研究力低下が深刻で
あり、健康・医療研究の成果を中長期
的に出し続けるためには、基礎研究の
再興が必須。具体的には、オルガノイ
ド等を駆使した「ライフコース」に着
目した研究や、臓器連関や免疫系等に
着目した生体システムの統合解析を
図る研究など、時間的・空間的広がり
を持つ研究が潮流。特に、こども政策
の一環として、生殖医療や幼年期の発
達支援、小児医療へ基礎研究から貢献
していく観点が重要。また、脳研究の
発展によるヒトの「こころ」や「社会
性」の解明も期待されている。さらに、
最先端の研究を支える研究基盤の整
備も重要であり、データベース、バイ
オバンク、バイオリソース等の確実な
整備・共用、ＡＩを活用したデータベ
ース高度化のための技術開発、生物遺
伝資源の高付加価値化等を通じたデ
ータ駆動型研究の推進、生物資源を収
集・維持・提供する中核拠点の強化に
取り組む。【文】 

・マイナンバーカードを活用した救急
業務の迅速化・円滑化について、一部
の消防本部で先行実施している実証
事業の結果を踏まえ、2025 年度に全
国展開を推進する。【総】 

 
 
＜再生・細胞医療・遺伝子治療＞ 
・ｉＰＳ細胞やオルガノイド等の異分
野融合による独創的な治療技術研究
や難病克服のためのｉＰＳ創薬研究
等を加速。【文】 

・新たな根本治療法創出や実用化、異分
野融合による独創的な治療技術研究、
製造基盤技術開発等を実施。【健康医
療、文】 

・大阪・関西万博での展示内容の具体化
等を実施。【厚】 

・引き続き、ＰＭＤＡによる出張相談を
実施。【厚】 

 
 
 
 
 
・産業化促進事業において、製品化を見
据え、開発初期段階で製造プロセス開
発を支援するべく、ＣＤＭＯの一覧化
による創薬ベンチャーとのマッチン
グを推進。【経】 

・再生・細胞医療・遺伝子治療製品の製
造プロセス開発および商用製造を担
えるＣＤＭＯの拠点整備支援。【経】 
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＜認知症＞ 
・2023 年６月に「共生社会の実現を推
進するための認知症基本法」が成立
し、2024 年１月に施行。 

・認知症と向き合う「幸齢社会」実現会
議を 2023 年９月から４回開催。2023
年 10 月に「緊急的に対応すべき認知
症関連・「幸齢社会」実現に向けた施
策」を取りまとめ、2023 年度補正予
算に反映。 

・2024 年１月に認知症施策推進本部を
開催し、2024 年３月に認知症施策推
進関係者会議を開催。 

・認知症疾患医療センター等における
アルツハイマー病の新規治療薬（レカ
ネマブ）の適正な使用体制を整備。 

 
・「認知症・脳神経疾患研究開発イニシ
アティブ」への早期着手として、「ム
ーンショット型研究開発」を予算計
上。 

・「脳とこころの研究推進プログラム」
を改組して「脳神経科学統合プログラ
ム」を創設し、認知症など脳神経疾患・
精神疾患の画期的な診断・治療・創薬
等シーズの研究開発を推進。 

・認知症発症や進行の仕組み解明や予
防法・診断法・治療法等の研究開発を
実施。 

 
・コホートやバイオバンクの試料・情報
を活用した認知症に関する研究を実
施。 

<がん> 
・2023 年 12 月に４大臣（文部科学大
臣、厚生労働大臣、経済産業大臣、内
閣府特命担当大臣）が確認する「がん
研究 10 か年戦略（第５次）」を策定。 

 
 
＜国際展開、グローバルヘルス＞ 
・二国間協力覚書に基づくヘルスケア
合同委員会を 2023 年５月にインド
と、2023 年 11 月にベトナムと開催。
現地の保健課題解決に資するヘルス
ケアサービスや製品のデモをケニア
及びベトナムで実施。 

・遺伝治療開発加速化事業において、国
産ウイルスベクター産生細胞および
それらを用いたベクター製造技術開
発、遺伝子改変細胞の製造技術開発を
実施。【健康医療、経】 

・産業化促進事業で、臨床データシステ
ムと生産管理データシステムを連結
した製造開発支援システムの構築を
実施し、臨床上の課題を基礎研究にフ
ィードバックするリバース・トランス
レーショナル・リサーチ（ｒＴＲ）を
実現。【健康医療、経】 

＜認知症＞ 
・認知症施策推進基本計画を策定して
認知症施策を推進。【健康医療、厚】 

 
・認知症・脳神経疾患研究開発イニシア
ティブ関連事業を実施。【健康医療、
文、厚】 

・神経回路の再生・修復等による回復治
療法等の研究開発など、新たなアプロ
ーチに挑戦。【健康医療】 

・異分野融合、基礎と臨床・アカデミア
と産業界の連携を加速させ、脳のメカ
ニズム解明等を進めるとともに、数理
モデルの研究基盤等を整備し、認知症
等の脳神経疾患の画期的な診断・治
療・創薬等シーズの研究開発を推進。
【文】 

・認知症の発症や進行の仕組みの解明
や予防法・診断法・治療法等の研究開
発を実施。【厚】 

 
・認知症の病態解明等を進めるととも
に、認知症研究プラットフォームの構
築等による認知症関連データ集約、国
際連携強化を推進。【厚】 

 
・研究データ標準化による検査体制の
均霑化、データの安全かつ効率的な利
用の仕組み構築により認知症研究を
加速。【厚】 

・既存のコホート研究を発展、バイオバ
ンクの利活用を促進。【健康医療、文、
厚】 

<がん> 
・今後のがん対策の方向性を踏まえた、
社会実装を意識したがん研究の推進 

・分野横断的な研究の推進及び、基礎的
な研究から実用化に向けた研究まで
の一体的な推進【健康医療、文、厚、
経】 

＜国際展開、グローバルヘルス＞ 
・日本企業等のヘルスケアサービスや
製品に関するデモや現地実証の支援、
人材育成支援を行い、アジア健康構
想・アフリカ健康構想を推進する。【健
康医療、総、法、外、財、文、厚、農、
経、国】 
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＜遠隔医療＞ 
・2023 年６月に「オンライン診療その
他の遠隔医療の推進に向けた基本方
針」を策定。同方針に基づき、遠隔医
療推進のための課題抽出と、エビデン
ス構築のための方向性の提示に資す
る研究を実施。 

＜遠隔医療＞ 
・ＡＭＥＤで、具体的な活用場面を想 
定した、オンライン診療の標準的な活
用方法の確立・普及するためのエビデ
ンスの蓄積に向けた研究を推進。【厚】 

 
（７） 宇宙 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
今日、測位・通信・観測等の宇宙シス

テムは、我が国の安全保障や経済・社会
活動を支えるとともに、Society 5.0の実
現に向けた基盤としても、重要性が高ま
っている。こうした中、宇宙活動は官民
共創の時代を迎え、広範な分野で宇宙利
用による産業の活性化が図られてきて
いる。また、宇宙探査の進展により、人
類の活動領域が地球軌道を越えて月面、
深宇宙へと拡大しつつある中、「はやぶ
さ２」による小惑星からのサンプル回収
の成功は、我が国の科学技術の水準の高
さを世界に示し、その力に対する国民の
期待を高めた。宇宙は科学技術のフロン
ティア及び経済成長の推進力として、更
にその重要性を増しており、我が国にお
けるイノベーションの創出の面でも大
きな推進力になり得る。 
こうした認識の下、第６期基本計画期

間中は、「宇宙基本計画」に基づき、産学
官の連携の下、準天頂衛星システムや情
報収集衛星等の開発・整備、災害対策・
国土強靱化や地球規模課題の解決に貢
献する衛星開発、アルテミス計画による
月面探査に向けた研究開発、宇宙科学・
探査の推進、基幹ロケットの開発・高度
化、将来宇宙輸送システムの検討、各省
連携による戦略的な衛星開発・実証の推
進、衛星データ利用の拡大・高度化、ス
ペースデブリ対策や宇宙交通管理を含
む将来の宇宙活動のルール形成、宇宙活
動を支える人材基盤の強化等を推進し
ていく。 

・「宇宙基本計画」に示されたとおり、人
類の活動領域は、地球、地球低軌道を
越え、月面、更に深宇宙へと、本格的
に宇宙空間に拡大しつつある。2024年
１月には、小型月着陸実証機（ＳＬＩ
Ｍ）が世界初の高精度でのピンポイン
ト月面着陸に成功し、２月にはH３ロ
ケット試験機２号機の打上げに成功
した。 
安全保障の確保や、経済社会の維

持・発展に果たす宇宙システムの役割
は、ますます拡大している。そうした
中、ロケット打ち上げサービスや小型
衛星コンステレーションの構築など、
民間宇宙ビジネスの発展も著しく、安
全保障に加え防災・減災、気候変動問
題への対応など、幅広い分野における
民間サービスの活用が、世界的に拡大
している。 

2024年４月10日の日米首脳の共同
声明「未来のためのグローバル・パー
トナー」においても、「宇宙における新
たなフロンティアの開拓」として、ア
ルテミス計画における日米の協力や、
日米の産業協力の可能性も含めた安
全保障面での協力が位置づけられた
ところである。 
こうした状況下において、我が国が自
立的に宇宙活動を行い、世界の先頭集
団の一角を占め、世界をリードしてい
くためには、これまで以上に宇宙政策
を強化していく必要がある。特に、以
下に示すような、宇宙を取り巻く諸情
勢を踏まえ、戦略的に我が国の取組を
強化していく。 

＜宇宙安全保障の確保＞ 
・スタンド・オフ防衛能力の実効性確保
等の観点から、2027年度までに、目標
の探知・追尾能力の獲得を目的とした
衛星コンステレーションを構築する
ため、効率的・効果的な衛星画像を取
得するための最適な在り方について
の調査結果等を踏まえ、この構築に向
けた方向性の検討を行い、必要な措置
を講じる。【防】 

・情報収集衛星について、ユーザーニー
ズを踏まえつつ、10機体制が目指す情
報収集能力の向上を着実に実施する。
【ＣＳＩＣＥ】 

・耐傍受性・耐妨害性のある防衛用通信
衛星の整備など、安全保障用の衛星通
信網の強化を進める。【防】 

・2025年度をめどに、他国の衛星測位シ
ステム（ＧＮＳＳ）に頼らず持続測位
を可能とする準天頂衛星システム７
機体制の構築に向け、引き続き着実に
開発・整備を進める。また、機能性や
信頼性を高め、衛星測位機能を強化す
るべく、さらに11機体制に向け、コス
ト縮減等を図りながら、検討・開発を
進める。【宇宙】 

・極超音速滑空兵器（ＨＧＶ）探知・追
尾等の能力向上に向けて、新型宇宙ス
テーション補給機（ＨＴＶ-Ｘ）で計画
している宇宙実証プラットフォーム
を活用し、赤外線センサ等の宇宙実証
を実施する。2024年４月10日の日米首
脳会談共同声明において発表された、
ＨＧＶ等のミサイルのための地球低
軌道の探知・追尾の衛星コンステレー
ションに関する協力についても検討
を進める。【防】 

・ＭＤＡにおける宇宙アセットの活用を
推進し、昨年12月に策定された「我が
国の海洋状況把握（ＭＤＡ）構想」等
を着実に実行する。【海洋】 

・2026年度に打ち上げを予定している宇
宙領域把握（ＳＤＡ）衛星の製造や複
数機運用の検討等、引き続きＳＤＡ体
制の構築に向けた取組を着実に進め
る。【防】 
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・機能保証強化に係る重要な取組とし
て、「宇宙システムの安定性強化に関
する官民協議会」（2023年10月設置）
の活動を継続し、脅威・リスクに関す
る情報の収集・分析や、これを踏まえ
た情報の共有、机上演習等を行い、官
民協議会の実効性を向上させ、宇宙に
関する不測の事態が生じた場合にお
ける官民一体となった対応要領を強
化する。【宇宙】 

＜国土強靱化・地球規模課題への対と 
イノベーションの実現＞ 

・「衛星データ利用に関する今後の取組
方針」149に基づく、2024年度から３年
間の「民間衛星の活用拡大期間」にお
いて、活用可能なサービスや重要箇所
のアーカイブ画像取得など国による
調達・利用の促進、自治体・民間等に
よる調達・利用に対し交付金等を活用
することなどへの国による支援の促
進及び国による先行的な技術研究開
発の促進を行うなど、環境整備を推進
する。【内閣官房、宇宙、総、文、農、
経、国、環、防】 

・我が国の衛星データ利用ビジネスのグ
ローバル展開を目指し、国内外におけ
る社会課題等に対応した、民間企業等
による衛星データ利用システムの開
発・実証を推進する。【宇宙、外、文、
経、農、国、関係府省】 

・光通信技術を用いた通信衛星コンステ
レーションや、小型ＳＡＲ、小型多波
長センサを用いた観測衛星コンステ
レーション等、商業衛星コンステレー
ション構築の早期実現に向けた民間
企業による技術開発を推進する。【宇
宙、総、文、経、農、国、関係府省】 

・民間主体による高頻度な３次元観測を
可能とする高精細な小型光学衛星に
よる観測システム技術の高度化を行
うとともに、当該システムとの組み合
わせを想定した高度計ライダー衛星
や、高出力なレーザー技術を活用した
更に革新的なライダー衛星の実現に
向けた技術開発を推進する。【宇宙、
文、経、農、国、関係府省】 

・2024年度中に打ち上げを予定している
高分解能と広視野を両立させた先進
レーダ衛星（ＡＬＯＳ-４）について、
運用を開始する。【文】 

・大容量通信が可能な宇宙光通信ネット
ワークの実現に向けた民間企業等に
よる社会実装を見据えた技術開発・実
証、衛星における量子暗号通信技術な
ど基盤技術開発・宇宙実証や技術試験
衛星９号機（ＥＴＳ-９）の2025年度打

 
149「第３回衛星リモートセンシングデータ利用タスクフォース大臣会合（2024 年３月 26 日）」にて決定 
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ち上げに向けた開発を進める。【総、
文、経、防】 

・我が国の衛星サプライチェーンの自律
性の確保や競争力のある衛星コンス
テレーションを実現するための衛星
及びその部品・コンポーネントの量産
化技術や小型軽量化技術、宇宙機の機
能高度化や柔軟性を支える重要な共
通基盤技術の研究開発・実証を進め
る。【宇宙、文、経】 

・線状降水帯や台風等の予測精度を抜本
的に向上させる大気の３次元観測機
能、太陽フレア等による我が国上空の
宇宙環境の変動を観測するセンサな
ど最新技術を導入したひまわり10号
について、2029年度の運用開始に向け
て、着実に整備を進める。【総、国】 

・温室効果ガス・水循環観測技術衛星（Ｇ
ＯＳＡＴ-ＧＷ）の2024年度打ち上げ
に向け、プロトフライトモデルの製
作・試験を進めると同時に、世界に先
駆けて開発した温室効果ガス排出量
推計技術の中央アジア、インド等への
普及の取組を推進する。【文、環】 

＜宇宙科学・探査による新たな知と 
産業の創造＞ 

・アルテミス計画に主体的に参画し、日
本人宇宙飛行士による２回の月面着
陸の実現を目指すとともに、我が国が
提供・運用する有人与圧ローバの開発
を推進する。米国人以外で初となる、
日本人宇宙飛行士による月面着陸は、
2020年代後半までの実現を目指す。
【宇宙、外、文】 

・アルテミス計画への貢献も視野に、小
型月着陸実証機（ＳＬＩＭ）で実証し
た、ピンポイント着陸技術を発展さ
せ、月極域にも対応した汎用着陸・展
開技術を開発する。【文】 

・人類の持続的な活動領域の拡大と新た
な市場の構築を見据え、持続的な月面
活動に不可欠なインフラである月通
信・測位を始めとした重要技術や宇宙
資源を含む国際ルールに関する検討・
技術実証を推進しつつ、月面活動に関
するアーキテクチャの検討を進める。
【宇宙、総、文、農、経、国】 

・2031年度の人類初の火星圏からのサン
プルリターン実現に向け、火星衛星探
査計画（ＭＭＸ）の探査機を、2026年
度に打ち上げるべく開発を進める。
【文】 

・ＨＴＶ－Ｘ１号機・２号機・３号機の
打ち上げに向けた開発及び運用を行
い、ＩＳＳへ安定的に物資補給を行
う。また、2025年以降のＩＳＳ運用延
長期に係る共通システム運用経費の
我が国の分担と履行方法についてＩ
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ＳＳ関係各極と協議を行い、履行方法
の実現に向けた開発等を行う。【文】 

・ＨＴＶ－Ｘ２号機での自動ドッキング
技術実証や、ＮＡＳＡの微小デブリ観
測技術実証、防衛省の衛星用赤外線セ
ンサ等の技術実証など、HTV-Xによる
ＩＳＳへの物資補給の機会を活用し
て、アルテミス計画や将来の探査、低
軌道活動等に資する技術獲得等の取
組を行う。【文】 

・2030年を予定しているＩＳＳの運用終
了後、ポストＩＳＳに向けて我が国の
プレゼンスが示せるよう、我が国とし
ての地球低軌道利用の在り方の検討
を進めるとともに、物資補給システム
や自律飛行型モジュールシステムな
ど必要な技術の開発・実証に着手し、
関係国・関係機関等との調整を早急に
進める。【文】 

＜宇宙活動を支える総合的基盤の強化＞ 
・H３ロケットの高度化と打上げの高頻
度化に取り組むとともに、イプシロン
Sロケットの2024年度下半期の実証機
打ち上げを行う。また、次期基幹ロケ
ットを始めとする次世代の宇宙輸送
技術について、産学官の連携による研
究開発を推進する。【文】 

・宇宙輸送市場で勝ち残る意志と技術力
を有する民間事業者による、ロケット
開発や、コンポーネント、地上系設備
等の基盤技術に係る研究開発を推進
する。【文、経】 

・宇宙輸送分野の技術革新に伴い、宇宙
往還機の帰還行為や再使用型ロケッ
トの着陸行為、サブオービタル飛行な
ど、現行の「人工衛星等の打上げ及び
人工衛星の管理に関する法律」（宇宙
活動法）では対応できない新たな宇宙
輸送の形態が出現しつつあることか
ら、同法の改正を視野に、2024年度中
に制度の見直しの考え方を取りまと
めるとともに、新たな技術基準を検討
する。【宇宙】 

・民間企業等による世界的な宇宙利用の
拡大に対応するため、内閣府宇宙開発
戦略推進事務局において、体制の整備
を図る。【宇宙】 

・商業デブリの除去技術の実証（ＣＲＤ
２）等のスペースデブリの低減・除去
に資する技術開発を着実に進める。
「軌道利用のルール作りに関する中
長期的な取組方針」150に沿って、宇宙
交通管理に資する実践的な取組を推
進するとともに、国際社会に積極的に
発信し、国際的な規範・ルール作りに

 
150「第２回宇宙交通管理に関する関係府省等タスクフォース大臣会合（2024 年３月 26 日）」にて改訂。 
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率先して取り組む。【宇宙、総、外、文、
経、防】 

・宇宙技術戦略のローリングについて、
世界トレンドやユーザーニーズ、技術
開発の実施状況等を踏まえた改訂を
行う。【ＣＳＩＣＥ、宇宙、総、文、農、
経、国、環、防】 

・中小企業イノベーション創出推進事業
（ＳＢＩＲフェーズ３基金）や「経済
安全保障重要技術育成プログラム」、
新たに創設した「宇宙戦略基金」等を
活用し、スタートアップを含めた民間
企業や大学などを支援する。【宇宙、
総、文、経、防】 

・「宇宙戦略基金」について、速やかに総
額１兆円規模の支援を行うことを目
指すとともに、非宇宙のプレーヤーの
宇宙分野への参入促進や、新たな宇宙
産業・利用ビジネスの創出、事業化へ
のコミットの拡大等の観点からスタ
ートアップを含む民間企業や大学等
の技術開発への支援を強化・加速す
る。【宇宙、総、文、経】 

・これらの技術開発支援にあわせて、政
府によるアンカーテナンシーを確保
し、国際競争力のある民間企業の事業
展開の好循環を実現する。【宇宙】 

・ＪＡＸＡについて、宇宙戦略基金によ
る民間企業等への資金供給機能の追
加等を踏まえた体制強化、既存事業の
再編・強化、人的資源の拡充・強化に
取り組む。【宇宙、総、文、経】 

・我が国の宇宙開発利用の推進に当た
り、国民からの幅広い理解や支持を得
ることを目指し、宇宙開発利用の意義
及び成果の価値と重要性について、大
阪・関西万博の機会を捉えた発信も含
めて適時適切に情報発信を行う。【宇
宙、文、経、万博】 

 
（８） 海洋 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
四方を海に囲まれ、世界有数の広大な

管轄海域 151を有する我が国には、領土・
領海の保全と国民の安全を確保すべく
海を守り、経済社会の存立・成長の基盤
として海を生かし、貴重な人類の存立基
盤として海を子孫に継承していくこと
が求められている。また、海洋の生物資
源や生態系の保全、エネルギー・鉱物資
源確保、地球温暖化や海洋プラスチック
ごみなどの地球規模課題への対応、地
震・津波・火山等の脅威への対策、北極

・「経済安全保障重要技術育成プログラ
ム」において、船舶向け通信衛星シス
テム、先端センシング技術、高精度航
法技術等の研究開発を実施。 

 
 
・「市民参加による海洋総合知創出手法
構築プロジェクト」を開始し、汎用性
の高い総合知創出手法の構築のため、
市民参加型研究を実施。 

・「海洋生物ビッグデータ活用技術高度

・「経済安全保障重要技術育成プログラ
ム」において、当該研究開発を、「経済
安全保障推進法」に基づく指定基金協
議会を通じた官民の伴走支援の実施
を含め着実に推進。【内閣官房、経済
安保、科技、文、経】 

・海洋分野の市民参加型研究、課題解決
に貢献する総合知創出を推進。知見等
を纏めることにより、汎用性の高い総
合知創出手法の構築を目指す。【文】 

・分野横断的研究チームによりデータ

 
151 我が国の領海（内水を含む。）及び排他的経済水域の面積は世界第６位、各国の海外領土の持つ海域も当該国のものとすると世界第８位と
される。 
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域の持続的な利活用、海洋産業の競争力
強化等において、海洋に関する科学的知
見の収集・活用は不可欠である。2021 年
からの「国連持続可能な開発のための海
洋科学の 10 年」では、我が国の強みで
ある科学技術の力をもって世界に貢献
していくことが求められている。 
このため、第６期基本計画期間中は、

「海洋基本計画」に基づき、海洋に関す
る施策を総合的かつ計画的に推進する。
特に海洋観測は海洋科学技術の最重要
基盤であり、ＭＤＡの能力強化や、カー
ボンニュートラル実現に向けた広大な
海洋環境の把握能力を高めるため、氷海
域、深海部、海底下を含む海洋の調査・
観測技術の向上を目指し、研究船の他、
ＲＯＶ152やＡＵＶ、海底光ファイバケー
ブル、無人観測艇等の観測技術の開発を
進めていく。さらに、データや情報の処
理・共用・利活用の高度化を進めるため、
データ・計算共用基盤の構築・強化によ
る観測データの徹底的な活用を図ると
と も に 、 海 洋 観 測 の Internet of 
Laboratory153の実現により、海洋分野に
おけるデータ駆動型研究を推進するこ
とを通じて、人類全体の財産である海洋
の価値創出を目指す。 
これらを進めるために、産学官連携を

強力に推進し、海洋分野のイノベーショ
ンの創出を目指す。 

化事業」において、海洋生物や情報科
学等の専門的知識を有する分野横断
的研究チームにより、ビッグデータか
ら新たな知見を見出していくための
研究開発を実施。  

・海洋表層マイクロプラスチック等の
モニタリングデータを収集・一元化す
るためのデータベースシステムを構
築し、運用を開始。 

・南海トラフにおいて、「プレート間の
固着状況」を把握するため、ＧＮＳＳ
―Ａ方式による海底地殻変動観測を
2023 年 5 月から 2024 年 3 月に実施
した。 

・地球深部探査船「ちきゅう」により紀
伊半島沖の海底深部に地殻変動観測
装置を設置し、観測データの取得を開
始。 

 
 
 
・ＡＵＶ官民プラットフォーム（官民Ｐ
Ｆ）を設置し、「ＡＵＶの社会実装に
向けた戦略（ＡＵＶ戦略）」策定を提
言。 

・官民ＰＦの提言を踏まえ、2023 年 12
月に「ＡＵＶ戦略」を総合海洋政策本
部決定し、「ＡＵＶ戦略」の下で官民
連携して、研究開発、利用促進等を推
進。 

・排他的経済水域内へのアクセス能力
を向上し、ＭＤＡ強化に資するため、
7,000ｍ以深対応ＡＵＶ搭載機器の調
達・製作を実施。ＲＯＶについて、ケ
ーブルを用いず大深度化を実現する
探査システムの要素技術開発に着手。 

 
 
・無人飛行艇にＡＵＶを搭載する海空
無人機や、先端センシングケーブル等
を用いた次世代の観測体制システム
開発に着手。 

・ＳＩＰ第３期「海洋安全保障プラット
フォームの構築」において、レアアー
ス採鉱試験に必要となる海底状況デ
ータをＡＵＶで取得し、環境モニタリ
ング技術は海底観測プラットフォー
ムによる定点観測と改良を進めた。海
洋玄武岩ＣＣＳ基礎調査研究につい
て弾性波探査を実施しデータを取得。 

・海洋状況表示システム（海しる）の各
利活用分野のニーズを踏まえ、2023
年度に海域の利用等に資する情報の
新規掲載、ＡＰＩ提供情報の充実を図

連携技術の確立等を進め、海洋生物
ビッグデータを活用して課題解決を
図る社会の構築を目指し、研究開発
を進める。【文】  

 
・海洋表層マイクロプラスチック等の
分布状況等の情報を利活用・整備して
いくため、データベースシステムの更
なる利用促進を図る。【環】 

・南海トラフにおいて、「プレート間の
固着状況」を把握するため、継続して
2024 年度もＧＮＳＳ―Ａ方式による
海底地殻変動観測を実施する。【国】 

 
・観測データの収集・活用、地球深部探
査船「ちきゅう」の保守整備・老朽化
対策を行う。南海トラフ地震の想定震
源域のうち、高知沖での海底地殻変動
のリアルタイム観測の早期実施に向
け、観測装置の開発を推進。（再掲）
【文】 

・官民ＰＦ開催、「ＡＵＶ戦略」下で研究
開発、利用促進、共通化等を推進。【科
技、海洋、文、農、経、国、環、防】 

 
・2024 年度にＡＵＶ利用実証試験を行
い、利用効果を示し、利用時の課題を
研究開発や制度整備等に生かす。【科
技、海洋、文、農、経、国、環、防】 

 
・ＡＵＶ開発において、これまでの成果
及び調達搭載機器をもとに、7, 000ｍ
以深対応ＡＵＶの 2025 年度からの実
運用に向けて、機体の組み上げ及び各
種試験を実施。ＲＯＶ開発において、
より効率的・効果的な深海探査システ
ムの実現に向けて、必要な要素技術の
開発及び調査を推進【文】 

・海空の無人機の連携や、海底光ファイ
バケーブル等の活用により、次世代の
観測体制システムを構築。【文】 

 
・レアアース採鉱作業効率向上のため
の改良のほか、実証実験プラントの設
計を加速。広域モニタリング手法の開
発では、海底観測プラットフォームと
ＡＵＶを組み合わせた環境モニタリ
ングを試行。海洋玄武岩ＣＣＳ基礎調
査研究について、未達の弾性波探査を
継続しデータを取得する。【科技】 

・官民の多様なＧＩＳとのＡＰＩ連携
の推進など、産業活動への利活用促進
を図るため、海洋状況表示システム
「海しる」の更なる活用・機能強化等

 
152 ＲＯＶ：Remotely Operated Vehicle。遠隔操作型無人探査機。 
153 種々の機器やデータ等が大容量のデータ通信を可能とするネットワークインフラでリアルタイムにつながり、場所を問わずシームレスに研
究活動を行える仕組みのこと。 
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るとともに機能強化に向けたシステ
ム改修を行った。 

・ＤＩＡＳやスーパーコンピュータ等
による海洋ビッグデータの解析・利活
用推進のため、データ連携ソフトウェ
ア開発を進め、海ごみ等のＡＩ学習用
データセットや計算コードを公開。 

 
 
・北極域研究船「みらいⅡ」について、
引き続き着実に建造を進めた。 

・国際研究プラットフォームの構築に
向けて、国際ワークショップを主催
し、国際的な動向把握と「みらいⅡ」
の貢献可能性について議論。若手研究
者による将来観測等の議論も実施。 

 
 
 
 
 
・洋上風力発電の導入促進に向け、「海
洋再生可能エネルギー発電設備の整
備に係る海域の利用の促進に関する
法律」（再エネ海域利用法）に基づき、
2023 年 10 月に２海域を指定し、2024
年 1 月に事業者公募を開始。公募済み
の４海域について事業者を選定。事業
者選定済みの８区域を含む 10 区域
で、計約 4.6GW の案件が具体化。 

・浮体式洋上風力発電施設の浮体構造
や係留索の遠隔検査、モニタリング手
法等の検討を実施。 

 
・潮流発電機の部品調達・製造や電力供
給手続、国内事業者初の潮流発電機の
引上げ工事（海洋工事）、低コスト化
の情報収集・分析等を実施。 

・グリーンイノベーション基金「次世代
船舶の開発」プロジェクトにおいて、
アンモニア燃料試験エンジンの混焼
運転を開始。 

 
・「海事産業集約連携促進技術開発支援
事業」において、試作した水素燃料エ
ンジンの燃焼試験、避航操船支援シス
テムの実証試験、船舶運航データの陸
上監視・異常検知システムの実証試
験、次世代荷役システムの最終統合試
験等を実施し、その結果を取りまと
め。 

・2023 年 7 月に国際海事機関（ＩＭＯ）
において、我が国の提案をベースとし
た「2050 年頃までに GHG 排出ゼロ」
を新たな目標とする 2023ＩＭＯＧＨ
Ｇ削減戦略が合意。 

・ガイドライン策定に必要なアンモニ
ア燃料船及びアンモニアバンカリン
グ船に求める設備要件を検討。 

を進める。【国】 
 
・ＪＡＭＳＴＥＣにおいて全球海洋観
測データをもとにＡＩを活用して、地
球環境や海洋生態系等のシミュレー
ションを高度化するとともに、ＤＩＡ
Ｓ等の様々なデータとの連携を行う
ことで「海洋デジタルツイン」を構築
し、付加価値情報を創出。【文】 

・2024 年度の進水、2026 年度の就航に
向けて、着実に建造を進める。【文】 

・多国間・二国間における連携強化に向
けて国際会合開催等、「みらいⅡ」就
航後早期の国際連携観測の実現に向
けた議論を加速し、若手研究者等のキ
ャリア形成・人材育成を推進するとと
もに、北極域研究加速プロジェクト
（ＡｒＣＳⅡ）の成果を踏まえ、観測
データの空白域解消や社会課題解決
に資する新たな北極域研究プロジェ
クトを実施。【文】 

・引き続き、「海洋再生可能エネルギー
発電設備の整備に係る海域の利用の
促進に関する法律」（再エネ海域利用
法）に基づき促進区域の指定や公募審
査等を行い、国内の着実な案件形成を
推進。【経、国】 

 
 
 
・浮体式洋上風力発電施設の浮体構造
や設備の要件を定めた技術基準等の
見直しや拡充を行う等、導入促進のた
めの環境整備を行う。【国】 

・引き続き、潮流発電の実用化・普及に
向けて、技術課題の対策検討や実証試
験の実施とともに、ビジネスモデル検
討を推進。（再掲）【環】 

・アンモニア燃料船の 2026 年に実証運
航開始、2028 年までの早期に商業運
航、水素燃料船の 2027 年に実証運航
開始、2030 年以降に商業運航を目指
して、技術開発等の支援を行う。【国】 

・ＤＸやＧＸといった社会変容や、船員
の高齢化といった内航の諸課題に対
応しつつ、物流革新や洋上風力産業へ
の参画といった新たな社会ニーズに
貢献する技術開発を推進する。【国】 

 
 
 
・目標達成のための経済的手法と技術
的手法を組み合わせた制度の策定・導
入に向けて、我が国からも制度の提案
を行い、ＩＭＯにおける取組に貢献す
る。【国】 

・アンモニアバンカリング船が安全な
離接舷操船を行うための気象海象条
件や事故防止対策等を検討しガイド
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・連携型省エネ船やＬＮＧ燃料船等の
実証・導入等の支援、船舶の省エネ性
能の見える化のための内航船省エネ
ルギー格付等を実施。「船舶における
バイオ燃料取り扱いガイドライン」を
拡充。 

 
 
・カーボンニュートラルポート（ＣＮ
Ｐ）の形成促進のため、港湾管理者が
作成する港湾脱炭素化推進計画につ
いて、計画の作成を支援。また、横浜
港・神戸港において水素を燃料とする
荷役機械の現地実証の準備を開始し
たほか、ＬＮＧバンカリング拠点の整
備、停泊中船舶に陸上電力を供給する
設備の導入、低炭素型荷役機械の導入
等を推進。コンテナターミナルの脱炭
素化を客観評価するＣＮＰ認証の運
用に向けて試行を実施。 

・「国土交通省とカリフォルニア州によ
る港湾の脱炭素化・グリーン海運回廊
シンポジウム」の開催や「国土交通省
とシンガポール運輸省間でのグリー
ン・デジタル海運回廊の協力に関する
覚書」などにより、グリーン海運回廊
形成に向けた海外との連携を強化。 

・2023 年度は 29 件の J ブルークレジッ
トⓇが認証・発行された。 

・港湾工事等で発生した浚渫土砂等を
有効活用したブルーインフラの創出
等に取り組むとともに、「全国海の再
生・ブルーインフラ賞」を活用し、模
範となる取組の表彰を行う等、ブルー
インフラ拡大に向けた先導的な取組
を推進した。 

・ブルーカーボンによるＣＯ２吸収量を
把握・集計するシステムの完成に向け
て、我が国の沿岸域における藻場の分
布を高精度かつ効率的に計測できる
グリーンレーザー搭載ドローン試作
機の開発・実証等を実施。 

 
 
 
・船舶の動静情報等の収集、ビッグデー
タ解析による船舶事故リスクの予測
システムを開発。 

・ＩＭＯの航行安全･無線通信･捜索救
助小委員会（ＮＣＳＲ）にて作業部会
コーディネータに海上保安庁職員が
就任し、海上人命安全条約（ＳＯＬＡ
Ｓ条約）改正案及びＶＤＥＳ性能基準
案作成を主導。産学官連携しＶＤＥＳ
による情報提供及びその表示検討等
を行った。 

ラインを取りまとめる。【国】 
・省エネ船、非化石エネルギー使用船、
メタノール燃料船等の実証・導入を支
援し、普及を促進。船舶の省エネ性能
評価や「船舶におけるバイオ燃料取り
扱いガイドライン」の周知、ゼロエミ
ッション船等の導入に向けたロード
マップの作成等を行うことで、内航の
脱炭素化を促進。【国】 

・計画の作成に対する補助、助言等によ
る支援を行う。水素を燃料とする荷役
機械の現地実証、港湾における水素・
アンモニア等の受入環境の整備のた
めの技術基準の見直し、ＬＮＧバンカ
リング拠点の整備、停泊中船舶に陸上
電力を供給する設備の導入、低炭素型
荷役機械の導入等を推進。コンテナタ
ーミナルの脱炭素化の取組状況を客
観的に評価するＣＮＰ認証の運用開
始を目指す。【国】 

 
 
 
 
 
 
 
 
・引き続き、ＪブルークレジットⓇ制度
の活用促進を図る。【国】 

・引き続き、ブルーインフラの創出等に
向けた先導的な取組を推進。【国】 

 
 
 
 
 
・ブルーカーボン生態系によるＣＯ２吸
収量を温室効果ガスインベントリに
計上することを目指し、高精度な算定
手法や持続的な運用体制を確立する
ため、2024 年度内に我が国の沿岸域
における藻場の分布面積及びＣＯ２吸
収量を把握・管理するシステムの構築
及び今後の運用方針の検討を進める。
【国】 

・船舶の動静情報等の収集、これらのビ
ッグデータ解析を継続し、システムの
性能向上を図る。【国】 

・ＶＤＥＳに関する国際標準の策定の
ため、ＳＯＬＡＳ条約の改正案の合意
に向けて、引き続き国際会議に主導的
に参画する。また、2024 年度は周辺
国のＶＤＥＳに関するニーズ調査を
行い、船舶への情報提供の実用化に向
けて検討を継続する。【国】 
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（９） 食料・農林水産業 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 

今日、科学技術の力の活用により、我
が国の豊かな食と環境を守り発展させ
るとともに、拡大する海外需要の獲得に
よる輸出拡大等に向け、農林水産業の国
際競争力の強化を図ることが求められ
ている。特に、農業従事者の多様なニー
ズへの対応を図るため、担い手がデータ
をフル活用し、スマート農業技術を導入
した革新的農業を実践することで、生産
性を飛躍的に向上させ、所得向上に貢献
することが必要である。 
このため、第６期基本計画期間中は、

「食料・農業・農村基本計画」に基づき、
農林水産省において「農林水産研究イノ
ベーション戦略」を毎年度策定し、農林
水産業以外の多様な分野との連携によ
り、スマート農林水産業政策、環境政策、
バイオ政策等を推進する。その中で、我
が国発のスマート農業技術・システムを
生かした生産拠点をアジア太平洋地域
等に展開することで、我が国の農業のブ
ランド力向上、食品ロス削減等に貢献す
る。また、林業・水産業においても、現
場へのＩＣＴ、ＡＩ、ロボット技術等の
新技術実装を着実に進める。さらに、「農
林水産業・地域の活力創造プラン」に基
づき、2021 年５月までに策定する「み
どりの食料システム戦略」において、
2050 年に目指す姿を示した上で、食料・
農林水産業の生産力向上と持続性の両
立をイノベーションで実現する。 

・2023年度補正予算及び 2024年度予算
では、「みどりの食料システム戦略推
進総合対策」、「みどりの食料システム
戦略実現技術開発・実証事業」等の各
種取組を後押しするための予算を確
保。 

・「環境と調和のとれた食料システムの
確立のための環境負荷低減事業活動
の促進等に関する法律」（みどりの食
料システム法）に基づき、環境負荷低
減事業活動の促進に関する基本計画
が作成され、2023 年度から都道府県
による農業者の計画認定が本格的に
開始。2024 年度３月時点で、46 道府
県で 4,000 名を超える生産者が認定。 

・地域ぐるみで環境負荷低減に取り組
む特定区域は、16 道県 29 区域で設定
（2024 年３月末時点）。そのうち、
2023 年 12 月に全国で初めて、２県３
地域で特定環境負荷低減事業活動実
施計画が認定され、また、１県１区域
で有機農業を促進するための栽培管
理協定が締結。 

・2024 年３月現在、環境負荷低減に資
する研究開発や機械・資材の販売等を
行う 64 の事業者の取組を認定。化学
肥料・化学農薬の低減に資する農業機
械 75 機種が環境負荷低減事業活動用
資産等の特別償却制度の対象。 

・2023 年 12 月の同戦略本部において、
「みどりの食料システム戦略」で掲げ
られた 14 のＫＰＩについて、進捗状
況を報告。 

・2023 年６月に「農林水産研究イノベ
ーション戦略 2023」を策定し、以下
の施策を推進。 

 
 
 
 
 
 
＜人口減少に対応する 
   スマート農林水産業の加速化＞ 
・新法である「農業の生産性の向上のた
めのスマート農業技術の活用の促進
に関する法律案」が 2024 年３月８日
に閣議決定され、第 213 回通常国会へ
提出。 

 
 
 
 
 
 
 

・「みどりの食料システム戦略」に基づ
き、調達、生産、加工・流通、消費の
環境負荷低減の取組を「環境と調和の
とれた食料システムの確立のための
環境負荷低減事業活動の促進等に関
する法律」（みどりの食料システム法）
に基づく税制特例や融資制度等によ
り推進し、持続可能な食料システムの
構築を推進。【農、関係府省】 

・農林水産省の全ての補助事業等を対
象に環境負荷低減の「クロスコンプラ
イアンス」の導入を推進。【農】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・「農林水産研究イノベーション戦略

2024」に基づき、取組を強化。【農、
関係府省】 

・「食料・農業・農村政策の新たな展開方
向に基づく施策の全体像」（2023年 12
月 27 日食料安全供給・農林水産業基
盤強化本部決定）を踏まえ、「みどり
の食料システム戦略」に基づく取組を
推進。【農、関係府省】 

＜人口減少に対応する 
   スマート農林水産業の加速化＞ 
・スマート農業については、人口減に伴
う農業者の急減が見込まれる中で、実
用化を加速するため、「食料・農業・農
村政策の新たな展開方向に基づく具
体的な施策の内容」に基づき、国が主
導で実装まで想定した重点開発目標
を明確にした上で、これに沿って研究
開発等に取り組むスタートアップ等
の事業者に対する農研機構の施設供
用等を通じた産学官連携の強化によ
り研究開発等を促進するとともに、ス
マート農業技術の活用を支援するサ
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・オープンＡＰＩの整備・拡充に向けた
データ項目の標準化や異なる種類・メ
ーカーの機器・システムから取得され
る取得データの連携実証を実施。 

・スタートアップ総合支援プログラム
において、これまでに計 51 課題を採
択、資金調達支援や伴走支援を実施。 

 
 
 
・林道網の設計手法や荷役作業の自動
化技術、北欧型機械化林業技術、林業
収支予想システムの開発を推進。 

 
 
 
 
 
 
 
 
＜「みどりの食料システム戦略」の 
   実現に向けた研究開発の加速＞ 
・家畜由来メタン削減のため、牛第一胃
内の微生物の制御技術や低メタン産
生牛の育種方法の研究開発を推進。 

・海水温上昇に対応した藻場造成手法
の基本的な考え方を取りまとめ。 

・ムーンショット型研究開発制度目標
５「2050 年までに、未利用の生物機
能等のフル活用により、地球規模でム
リ・ムダのない持続的な食料供給産業
を創出」の実現に向け、化学農薬によ
らない防除技術の開発など８つの研
究開発プロジェクトを推進。 

ービス事業体等と連携しながら、スマ
ート農業技術に適合した栽培体系の
見直し等の生産方式の転換を促すこ
ととし、さらに、これらを税制・金融
等により一体的に支援できるよう、
「農業の生産性の向上のためのスマ
ート農業技術の活用の促進に関する
法律案」を第 213 回通常国会へ提出し
た。 

・気候変動により移動する栽培適地の
変遷を予測し、それを踏まえたスマー
ト農業技術を開発。【農】 

・農業者の生産、経営や販売等を支援す
る生成ＡＩの開発を推進するととも
に、農研機構の生成ＡＩ開発環境を拡
充。【農、関係府省】 

・非接触型の個体の生体モニタリング
機器、温湿度に応じて畜舎内の環境を
精密に制御できるスマート畜舎シス
テム等の開発等を推進。【農】 

・農業大学校、農業高校等におけるスマ
ート農業教育の高度化を図るため、農
業機械・設備の導入、教育カリキュラ
ムの強化等を推進。【農、関係府省】  

・スマート農業の技術開発、スマート技
術向け基盤的新品種の開発、オープン
ＡＰＩの推進、農業支援サービス事業
体の育成・普及やスマートサポートチ
ームによる実地指導等を実施。【農】 

・農業データ連携基盤（ＷＡＧＲＩ）や
スマートフードチェーンプラットフ
ォーム（ｕｋａｂｉｓ）等のデータ連
携プラットフォームの活用等を推進。
【農、関係府省】 

・林業機械の自動化・遠隔操作化、森林
資源情報を活用した生産技術向上、Ｉ
ＣＴを活用した原木流通の効率化等
の林業のデジタル化・スマート化に向
けた研究開発を推進。【農】 

・定置網漁業等における数量管理技術
の開発や、大規模沖合養殖における長
距離飼料搬送等の技術開発や、コスト
低減に資する養殖の遠隔自動給餌シ
ステムの導入といったスマート水産
業を引き続き推進。【農、関係府省】 

＜「みどりの食料システム戦略」の 
   実現に向けた研究開発の加速＞ 
・品種開発の加速化、バイオ技術を活用
したイノベーション創出、現場ニーズ
に対応した研究開発を国主導で推進。
カーボンニュートラルの実現のため、
牛の消化管内発酵由来のメタン産生
量の削減技術、直交集成板（ＣＬＴ）
の更なる利活用技術や等方性大断面
部材等の新たな木質材料の開発、ＣＯ
₂吸収源として期待されるブルーカー
ボンの藻場造成技術、高効率ヒートポ
ンプや地域エネルギー源を有効利用
した施設園芸等の開発を推進。【農、
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・2022 年度より家畜排せつ物や下水汚
泥資源を有効活用し、肥料利用するた
めの技術開発・実証を 10 件実施。 

・2023 年度より麦、大豆、飼料作物でみ
どり戦略に基づく環境耐性や病害抵
抗性等に優れる品種の開発を開始。 

・2022 年度より生産現場のスマート農
業技術の加速化等に必要な技術の開
発・改良を 54 課題実施。 

 
・2022 年度よりスマートサポートチー
ムによる他産地へのスマート農業技
術の実地指導を 31 件実施。 

 
・サイエンスコミュニケーション、オー
プンラボ交流会等により先端技術の
理解度・受容度向上の活動を推進。 

＜「持続可能で豊かな食」の実現＞ 
・ＳＩＰ第３期「豊かな食が提供される
持続可能なフードチェーンの構築」に
おいて、研究開発体制を構築し、研究
開発を開始。 

 
 
＜バイオ市場獲得に 
        貢献する研究開発＞ 
・欧米の大学等の基本特許に抵触しな
い日本独自のゲノム編集技術等を活
用した、生産性や機能性を高めた農林
水産物の創出を可能とする育種技術
を開発するため、国産ゲノム編集酵素
のＣａｓ３をイネで実証。ダイズでの
実証を開始。 

・生物機能を活用した医薬品原料等の
高機能バイオ素材の創出に向け、カイ
コを活用した経口ワクチン素材を開
発。 

・畜産分野におけるバイオ市場獲得に
向け、ゲノム編集技術と新たな豚由来
細胞株を活用したアフリカ豚熱ワク
チン等の革新的動物ワクチンの開発
を推進。バイオインフォマティクスに
よる未知の遺伝子機能予測解析を駆
使し、アフリカ豚熱ワクチンの候補と
なる遺伝子欠損ウイルスを新たに２
株作出。 

・改質リグニンの利用拡大に向けて、バ
イオマス度の向上や環境影響評価等
に係る技術開発・実証を推進。 

 
 
 
 
 
＜研究開発環境の整備＞ 
・農研機構に、産学官が連携してスマー
ト農業技術及び品種の開発を推進す
るための研究基盤となる施設を整備。 

関係府省】 
・化学農薬や化学肥料の使用量低減の
ため、バイオスティミュラントの候補
探索、土壌くん蒸剤の代替技術や効率
的施用技術、天敵農薬等の研究開発、
家畜排せつ物や下水汚泥資源等の肥
料利用促進技術の開発・実証、生物的
硝化抑制（ＢＮＩ）能を持つ作物や施
肥量が少なくても収量や品質が低下
しにくい品種開発等を推進。【農、関
係府省】 

・海外依存度の高い品目の生産拡大、未
利用資源の活用、フードテックや高度
な環境制御を可能とする植物工場の
研究開発を推進。【農、関係府省】 

・先端技術に対する理解と受容を促進
するとともに、若い世代へ積極的に情
報発信。【農、関係府省】 

＜「持続可能で豊かな食」の実現＞ 
・食料の調達、生産、加工・流通、消費
の各段階を通じて、生産性向上と環境
負荷低減を両立したフードチェーン
構築を推進。【科技、農、関係府省】 

・日本食を支える大豆、魚類等の国内生
産を持続的に維持・拡大。【農】 

＜バイオ市場獲得に 
        貢献する研究開発＞ 
・欧米の大学等の基本特許に抵触しな
い日本独自のゲノム編集技術等を活
用した、生産性や機能性等を高めた農
林水産物の創出を可能とする育種技
術の開発を推進。【農、関係府省】 

 
 
・動物やカイコ等の生物機能を活用し
た医薬品原料等の高機能バイオ素材
の創出とサプライチェーンの構築を
推進。【農、関係府省】 

・ゲノム編集技術と新たな豚由来細胞
株を活用したアフリカ豚熱ワクチン
等の革新的動物ワクチンの開発を推
進。【農、関係府省】 

 
 
 
 
 
・改質リグニンやセルロースナノファ
イバー等の利用拡大に向けた製造技
術の高度化・用途開発等を推進。【農、
関係府省】 

・発酵微生物を活用した栄養や機能性・
嗜好性に優れる新規食品や、食品副産
物等の有効利用技術を開発する。【農、
関係府省】 

＜研究開発環境の整備＞ 
・遺伝資源保存施設「ジーンバンク」、Ｗ
ＡＧＲＩや農研機構のスーパーコン
ピュータ「紫峰」等を充実・強化し、
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・オープンイノベーション促進を目的
とした『「知」の集積と活用の場』にお
いて、農林水産・食品分野に多様な分
野の技術アイデアを導入し、研究開発
や事業化を推進。 

 
 
＜農産物の環境負荷低減の取組の 
       「見える化」の推進＞ 
・2024 年３月に、農産物 23 品目を対象
にガイドラインに則った本格運用を
開始。肉用牛・乳用牛について温室効
果ガス簡易算定ツールのプロトタイ
プを作成。 
＜農業分野のカーボン・クレジットの

推進＞ 
・Ｊ-クレジット制度において、農業分野
の方法論は６つに拡大。農業者が取り
組むプロジェクトは 27 件に、そのう
ち農業分野の方法論に基づくものは
17 件に増加（2024 年 3 月末時点）。 

民間企業、大学、国研、公設試等が共
同で利用できる産学官共同連携拠点
を整備。【農】 

・農林水産研究分野においても、知的財
産マネジメントと国際標準化の強化、
国際連携による研究開発の推進と成
果の応用、異分野を含めた人材育成等
を推進。【農、関係府省】 

・オープンイノベーションを促進し、ス
タートアップや新事業の創出、海外連
携等を目指すバイオエコノミー活動
を支援。フードテック官民協議会等に
おけるオープンイノベーションを推
進し、新たな技術の創造を促進。【農、
関係府省】 

＜農産物の環境負荷低減の取組の 
       「見える化」の推進＞ 
・ガイドラインに則ったラベル表示の
普及を図るとともに、畜産物等につい
ての温室効果ガス簡易算定ツールの
作成と実証を推進。【農】 

 
＜農業分野のカーボン・クレジットの

推進＞ 
・J-クレジット制度において、農地や家
畜由来の温室効果ガスの排出削減等
のプロジェクト形成、方法論の新規策
定に向けたデータ取集等を推進。【農】 
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